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第２部　女性の視点から考える防災まちづくり
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― 誰もが安心して暮らすために ―
[image: image3.png]HEIBAS

FZEHE- - QEEN -0

.
Py g
a8 DFEIDER,
V& iz S LR,
L EPBOHOIE
=
2% EiREERE
B Sehan

2 e R

= DIFZ

. SEpEcE

2 85 WERLY)

SR




[image: image4.png]EBLF

BLHARZEHE LVI-DEEN-OQ

SEHEEIBED- R

RO

LIFEE - v
BlIBYr E— 2 ,Z%E
SIFHIRE(D

DTEIR S

VEIFRES ‘ g
iy ZEDBE
viRBEEEE ey
VIETE

Aty




  1.　なぜ、防災に女性の視点が必要なのでしょうか？　

阪神・淡路大震災では何が起こったか

　皆さんは、阪神・淡路大震災で女性が男性より1,000人多く亡くなったことをご存知ですか。その多くが高齢女性でした。死者の80％は家の倒壊による窒息死・圧死で、倒壊家屋の多くは市街地にある老朽家屋でした。

　母子家庭も数多く被災しました。シングルマザーの平均所得は全国平均の３割「女性の賃金が男性の半分」であることの不合理が、女性の貧困化、特に老いの貧しさを生み、災害後の母子家庭の生活に、より深刻な影響を与えたのです。

　また、10万人とも言われる人たちが解雇され、その多くは女性のパート労働者であり、彼女らの多くが雇用保険にも入っていないという法違反・無権利状態が震災を契機に明るみにでました。便乗解雇も多く、その後の再就職や生活再建は非常に厳しいものでした。

　ショックで早産したり、乳幼児を抱え育児支援もないために鬱状態に苦しむ母親も少なくありませんでした。民間団体が母子支援としてヘルパーの派遣を行政に依頼しても「ヘルパーは高齢者の支援にしか利用できない」と断られました。

　避難所や仮設の運営に女性の参画が少ないため女性のニーズが反映されず、プライバシーのない避難所生活による女性の健康の悪化や、性別役割の強化、乳幼児を連れた家族のいづらさ、そして、避難所・仮設住宅周辺での女性や子どもへの性暴力もありました。特に性暴力については、被害を訴えても避難所の責任者から「加害者も被災者なんだから」と言われたり、避難所や仮設住宅など、そこでしか暮らせない状況の中では、被害者の多くは沈黙を強いられました。ＤＶ被害についても「災害で皆さんが大変な時に家庭内のつまらない揉め事は言うべきでない」と多くの女性は耐えていました。

災害時におけるジェンダーの視点に関する国際的な動き

　2005年に、第４回世界女性会議（北京会議）から10年目にあたることを記念してニューヨークで開かれた第49回国連女性の地位委員会、通称「北京＋10」の会議で、被災地や紛争地の女性の人権侵害、特に性暴力防止が重要課題とされ、災害時の支援者へのジェンダートレーニングの必要性が提言されました。

　また、日本政府も2005年、神戸で開催された国連防災会議で「防災協力イニシアティブ」を発表し、基本方針の一つに「政策決定への参画、経済社会活動への参加、情報へのアクセスといった様々な面で男女格差が存在するため、女性は災害時に被害を受けやすい。防災協力の全ての側面においてジェンダーの視点に立った支援を行う」と明記しました。その後、国の防災基本計画の修正にも盛りこまれ、第二次男女共同参画基本計画の新たな取り組み分野として「防災・災害復興」があげられました。

東日本大震災において女性を取り巻く状況はどうだったか

　今回は被災地の男女の人口に対応した形で女性の死者が男性よりも多くなりました。岩手・宮城・福島の３県における死者のうち、検視等を終えた者（2012年３月11日時点）は、女性8,363人、男性7,360人、性別不詳63人となっており、女性が男性より1,000人程度多くなっています。この差は、ほとんどが70歳以上の死者数の差によるもので、高齢の女性の死者が多かったことがわかります（2012年版『男女共同参画白書』による）。

　今回の震災でも避難所に仕切りがなくプライバシーが守られなかったり、女性に必要な物資が届かないなどの配慮のない運営であったり、女性が食事作り・男性が仕事やがれき処理などという性別役割も強化されるなどしました。また、非正規雇用の女性から仕事を失っていったといわれています。

　阪神・淡路大震災と比較して、変わっていたことは女性への暴力防止に関する配慮がある程度されていたことです。残念ながら、それ以外の点についてはほぼ同じ状況でした。

　しかし、女性たちは黙っていたわけではありません。東日本大震災以降に多くの女性団体が声をあげ、内閣府男女共同参画局も被災自治体へ幾度も避難所や仮設の運営への女性の参画、女性への配慮について文書を出しました。しかし、４分の１の自治体しかその文書を認識しておらず、「市町村や関係部署・団体等と連携して対応した」自治体はわずか4.5％でした。

　災害発生後、早期に女性や子ども、障害を持った人や外国人といった声をあげにくい人たちのニーズや問題を聴き取ることが必要な支援につながります。そのためにも女性のリーダーが必要なのです。

　女性は弱者としての存在だけではなく、支援や復興の担い手としての力を持っています。女性を活用することで被災者のニーズを的確に把握し、少ない物資の中で創意と工夫をこらして支援を行い、ゆるやかなネットワークを構築できます。実際にこれまで災害からの復興に多くの女性たちの貢献がありました。今回、復興基本方針に男女共同参画の視点が盛り込まれあらゆる場に女性の参画を進めると書き込まれたことは一歩前進でしたが、復興会議等への女性の参画は東北全体で１割程度、復興事業についても大規模工事が多く、課題は認識されてはいるものの、女性の雇用創出は進んでいないのが現状です。

男女共同参画の視点を

　今後予測される災害に向けて、女性の力を十分に認識し、防災・復興計画策定にあたっては、幅広い年代、多様な活動をしている女性たちが参画しリーダーとして活躍できるようにすることが求められています。防災のまちづくりには、従来の男性主体によるものでなく、仕事や子育て、介護を担い、コミュニティを実際に支えている女性の視点を反映させることが必要です。そのための制度や仕組みをつくり、日頃から全ての人々が平等な社会を実現していくことが災害に強いまちづくりにつながります。そのことを一人でも多くの自治体職員の方が理解して頂くために、ぜひ、この第２部を役立てていただきたいと思います。
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  2.　東日本大震災では支援の現場で何が起こったのか　

	

	【問題提起】

　災害時に、男女のニーズの違いに配慮したり、被災者の自主的な避難生活運営なども含めて、男女共同参画の視点を取り入れて支援を行うという発想が欠落しており、性別や年齢、立場に応じた支援は、二の次となってしまいました。そのため、避難生活だけではなく復旧・復興の段階まで、適切な支援を受けられない人が出てきました。また、女性に特化した支援を行おうとした民間団体が、活動の意義を理解してもらえず有効に支援を行うことができないという状況もありました。

　男女共同参画、多様性の視点について、災害時には考慮する余裕がないという考え方では、被災者の困難を増すことになります。「同じ支援で、みな平等」という均一な支援は、結果としては決して平等な支援にはなりません。

①　性別・年齢別・立場別のニーズに対応する必要性

　　性別や年齢に応じたニーズを把握したうえで支援することの必要性自体が認識されていなかったため、多様な人々のニーズが配慮されることは少なく、生き延びていくうえで不可欠なニーズを要望しようとした人々が「わがまま」だと思われたり、そう思われたくないと考えて主張を控えた人もいました。

②　女性および多様な人々のニーズの把握をするのは容易ではない

　　多様な人々のニーズの把握をするのは容易ではありませんでした。行政が率先して把握しない限り、民間の団体が被災者ニーズの把握を主導するのは困難を多く伴います（特定の被災者へのアクセス、信頼、活動の資源面等の問題）。

　　多様なニーズを持つ人々（高齢者、乳幼児、障害者、セクシャルマイノリティーなどとその家族、外国人など）は、避難所に居られないために不可視化され、所在を知ることすらままならないケースがありました。

③　防災体制・支援体制の責任ある立場に女性がとても少ないこと

　　保健師・医療者を除けば、初期の段階で被災地に入る職員の大半が男性で、被災地外の自治体から応援に入る職員も多くは男性でした。女性のニーズは女性でないと直接把握できないことも多いので、男性だけではニーズ把握が困難でした。

　　また、災害対策本部、支援チームの責任者、避難所の運営代表、仮設コミュニティの自治組織などのリーダーの多くは男性であり、女性の視点が欠落していました。さらに、避難所や仮設住宅の自主運営組織の代表や役員は、その大半が男性であり、被災した女性の声が反映されにくく、女性が参画しやすい環境ではありませんでした。

④　男女共同参画担当（女性センター）の職員がスキルを活かせないこと

　　男女共同参画担当の職員は、通常からの業務の知識経験から、災害時の女性支援に専門性を発揮できる立場であったはずですが、他の職員と変わらない一般的な業務を割り当てられ、専門性を発揮することができませんでした。

⑤　男女職員の支援環境

　　自ら被災しながらも出勤することになる職員の家族の保護（育児・介護）の体制が整っていませんでした。その結果、とりわけ女性職員は苦労することとなりました。

　　被災地内での移動や、寝泊まりが必要な支援において、男女職員が雑魚寝しなければいけないなど、女性職員の支援環境への配慮がなく、十分に能力を発揮できない場合がありました。

⑥　民間支援団体との連携

　　女性のニーズに特化して支援を行いたいと考えた女性団体（地域のおよび全国の）がたくさんありましたが、「許可」がないと支援できないと思ったり、平時から被災地にネットワークのなかった団体はどのように支援を開始していいかわからないまま、スキルも意欲も活かされる事が難しいケースが数多く起こりました。

	


【処方箋－１】災害支援におけるジェンダー・多様性の視点の必要性を周知する

①　災害対応に関与する人への研修

　　ジェンダー・多様性の視点にもとづく災害支援をうけることがあたりまえの事になるために、災害支援にかかわるすべての人がその重要性を理解できるよう、研修の機会を設ける必要があります。

　　とりわけ、行政職員（危機管理担当だけではなく、災害対応に派遣される可能性があるすべての職員）、災害ボランティア・コーディネーター、地域の自主防災組織の役員を対象とした研修カリキュラムには、災害と女性（または男女共同参画）についての科目を導入し、また、新たに研修を行う機会を設けて行くべきです。

②　防災教育にジェンダー・多様性の視点を導入する

　　小中学校、社会教育の場などで防災に関する教育を推進します。その際、ジェンダーや多様性の視点を必ず組み込むことは必須です。また、いかにして逃げるか助かるかというだけの発想の防災教育では限界があり、災害発生後の避難生活や復旧・復興を、地域に暮らす多様な人々の視点から考える工夫があるべきです。

③　市民防災講座・男女共同参画セミナーなどでの周知

　　避難生活や復興における男女別の課題について、被災経験のない地域の一般市民には、基本的な知識がないと考えられており、様々な機会を設けて情報を周知していくべきです。（第２部13.参照）

【処方箋－２】防災計画などに男女共同参画の理念などを記載し実践する（第２部10.参照）

①　防災の基本理念

　　被災者の人権尊重、生活者の視点を反映した防災施策の実現、男女共同参画による災害に強い地域づくりなどの理念を確認し、地域防災計画などに明記すべきです。

②　男女共同参画部署、女性センター、地域の女性団体の役割の明記

　　男女共同参画の担当部署を、防災の体制に明確に位置づけます。

　　そのためにも男女共同参画の担当部署は災害対策本部に含まれるべきです。災害の各段階（発災直後、復旧・復興、防災まちづくりなど）で、男女共同参画担当や男女共同参画センター、地域の女性団体がどのような役割を果たすのか明示する必要があります。
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	資料 ― 男女共同参画部署・センターの重要性
作成：池田恵子

	


③　防災における男女共同参画の視点とは具体的に何かを示す

　　防災における男女共同参画の視点とは、決して、災害が発生したときに男女別のニーズが満たされることだけを示すのではありません。

　　防災計画の中で、施策・事業の意思決定における女性の参画促進とそのための人材育成などのエンパワメントや男女別のニーズの充足、その前提となる暴力防止と安全の確保がバランスよく取り組まれることが必要です。

　　また、災害予防活動から復旧・復興まで災害のすべての段階においてこれらの視点を統合した施策を行うことをめざすべきです。

　　性別や年齢、立場に応じたニーズ把握の方法については、性別年齢別統計の収集と活用、相談窓口の活用などがありますが、それらが実践できるよう、自主防災活動や避難所運営のマニュアルなどに具体的な手法や書式を掲載し、研修などで周知したうえで避難訓練の際に実践してみることが必要です。

【処方箋－３】防災・復興の施策の意思決定に女性の参画を増やす（第２部10.参照）

　女性や多様な立場の人々の視点が確実に施策に反映されるためには、政策決定、意思決定の場で発言できる立場にあることが大切です。しかし、2012年10月現在、県レベルの防災会議委員における女性の割合は平均5.1％に過ぎず、女性が一人もいない都道府県が６あります（男女共同参画局、『第３次男女共同参画基本計画の実施状況についての意見（「防災・復興における男女共同参画の推進」について）』2012年12月）。また東日本大震災被災地の復興会議を行っている自治体のなかで、女性委員の平均比率は11％です（復興庁記者発表資料（2012年６月19日）「被災自治体に対する復興の過程における男女共同参画の推進の働きかけについて」）。女性や多様な人々の視点を活かしたうえでの防災体制の構築や復興の推進のために、女性の参画が少なくとも30％以上となるように増やすべきです。

【処方箋－４】防災・復興の支援行務に従事する職員の活動環境を整える

①　職員の家族の安全確保と保護

　　職員は、自ら被災しながらも出勤しなければなりません。また、部署によっては発災後何日も帰宅できないこともあります。子育て中・介護中の職員が可能な限り安心して支援を行えるよう、まえもって職員の家族の保護対策を取っておくべきです（職員家族向け託児、デイケアなど）。

②　女性職員の活動環境の整備と安全確保

　　女性職員が力を発揮出来るよう、支援先における活動上の安全対策が必要です（特に宿泊や移動に関して）。女性職員をグループで派遣すること、女性職員用の宿泊場所を男性職員とは別に確保するなどの方策をとるべきです。

【処方箋－５】日常に存在する地域のジェンダー課題と結びつけて防災の課題を考える

　地域にあるジェンダー課題（たとえば子育ての課題として待機児童が多い、母子世帯の就労の問題がみられる、ＤＶや暴力に対処する相談機関がないなど）こそが、災害時に顕在化して被災者の困難を増大させます。日常から地域にどのような課題があるか理解し、それを平時の男女共同参画施策によって解消しておくことが、災害時に顕在化する困難を構造的に少ないものとする基礎となります。
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  3.　避難所を女性視点で見直す　

	

	【問題提起】

①　生活空間としての課題

　　女性からみた避難所の問題は、何と言ってもプライバシーの確保と、トイレ、浴室等の衛生の確保と安全の保障です。まず生活空間となる避難所の環境が適切に計画・整備されていたかみてみましょう。

　　被災者は、避難所として指定されていないところも含めて様々なところに避難しました。その中で、一般に避難所になっている学校の体育館や公共のスポーツセンターのようなところでは、プライバシーの確保が性別を問わず必要です。特に若い女性の場合、着替えをする時や、就寝の安全、生理時の処置の際など、とりわけプライバシーの保護が必要です。また赤ちゃんの授乳時には胸をはだけますので、他人の視線を気にせずしたいものですし、妊娠している女性はゆっくり休みたいものです。女性たちがこのようなことで苦しんでいることをまず認識し対応する必要があります。阪神・淡路大震災ではほんの一部の避難所ですが、ダンボール等で仕切りが設けられました。東日本大震災ではその必要性が認識され、種々の方法による仕切りが広がったとはいえ、依然として仕切りがないところが多くありました。「仕切りなんかいらない、ここは一家なんだ、ちゃんと見えたほうが悪さをしないんだ」という男性リーダーの声が強く、女性たちの要望は聞き入れられなかった、といったことも報告されています。

　　但し、仕切りによりプライバシーが向上したものの内部が見えなくなり、痴漢や窃盗が起こったところもありました。仕切りの付け方も考えて設置する必要があります。また、乳幼児をもつ女性の中には厳しい環境の中で子どもが落ち着かず、子どもの泣き声や行動に対して周囲に気を使い苦しい思いをしたり、避難所を利用できなかった人もいました。

②　トイレの課題

　　また、トイレの問題は状況に応じて男女別に使用できるように最初から対処する必要があります。早期に簡易水洗仮設トイレを設置し、清掃と監視のために管理人をおいたのはよかったのですが、管理人が男性であったため、女性は日中でも入りにくく、ましてや夜間は大変抵抗があり、我慢をしていました。また女性性器の特徴から衛生的に保つ必要がありますが、対応によっては非常に困難でした。また、女性トイレの数が少なく、混雑することもありました。

③　場所の課題

　　さらに、大規模な避難所では不特定多数の人々が利用することになるので、「暗がり」や「死角」は性犯罪やその他の犯罪が起こりやすく女性が被害を受けます。そうした空間をつくらないことが重要です。

④　洗濯の課題

　　避難が長期化する中で洗濯が必要になりますが、特に女性の下着の洗濯と干場には非常に神経を使います。

　　これらについては、避難所の環境整備基準がはっきりしていなかったことも、改善の遅れにつながったと言えます。

	


【処方箋－１】避難所におけるプライバシーを確保する（第１部5.参照）

　避難所は災害救助法に規定されており、仕切り（パーティション）のリース費用も見込まれています。仕切りにはいくつかの方法があると思われますが、避難所開設から設置することを、市町村の防災計画、ガイドライン、避難所開設マニュアル等に盛り込み、仕切りの備蓄や制作・提供者やリース先との協定を結ぶことが必要です。

　その際、大規模な避難所（体育館等）では、10～20人程度にグルーピングを行い、利用者の自然な監視の目がゆくように配置することも、あらかじめ避難場所に併せて明記すべきです。

【処方箋－２】生活空間として避難所を改善する（第１部5.参照）

①　男女別トイレの設置と衛生管理と運営

　　避難所開設と同時に、トイレは男女別に使用できるようにし、トイレの出入口が暗がりにならないよう、夜間の照明対策を行います。被災状況によりますが、上下水が被害を受けて使えない場合は、簡易仮設トイレの設置を行い、男女別に配置します。また、トイレの個室数について、スフィア・プロジェクト（序章16.参照）では「女性用と男性用のトイレの個室数の比率が３：１となるように計画する。可能であれば、男性用小便器も設置する。」とありますが、せめて２：１に近づけ、女性便器を多く設置すべきですし、衛生的に利用できるように水洗と手洗いの水の確保も必要です。これらも市町村の防災計画、ガイドライン、避難所開設マニュアル等に盛り込むべきです。

②　男女別洗濯場と洗濯干場

　　洗濯場と洗濯干場は男女別に設置することを、市町村の防災計画、ガイドライン、避難所開設マニュアル等に盛り込むべきです。

③　入浴の確保

　　入浴は避難して落ち着いてくると切実な要求になり、健康、疾病対策にも重要です。避難所に仮設入浴サービスを導入する他、近隣の入浴施設や温泉地の利用も考えておくべきです。

④　照明の設置

　　不特定の人々が利用している避難所では、匿名性の高い空間が多く、互いに無関心になり、そこで犯罪（性暴力を含む）が発生しやすい環境となります。したがって、女性や子どもが利用する場所は勿論のこと、犯罪を誘発するような人目の無い場所や暗がりには照明設備をつけたり、立ち入らせないといった対応が必要です。このことは男性にはなかなか気付かないことです。

⑤　乳幼児をもつ女性（家族）への配慮

　　乳幼児をもつ女性（家族）に対しては、安心して利用できるように仕切った空間を用意したり、別室を用意するなどの配慮が必要です。

⑥　居住性をあげるための簡易ベッドの使用

　　床に敷物や布団を敷いて寝るのは、冬季は厳しく、寝起きする動作の負担も大きいため、特に高齢者や障害者等が利用できるように、簡易ベッドを用意すべきです。

【処方箋－３】女性の居場所を確保する

　避難所の規模や構造にもよりますが、女性が安心して着替え、授乳し、妊婦はゆっくり休み、将来の不安や悩みを癒し、相談できる拠点を開設することは重要です。空間に余裕がなければ、固定的な場所ではなく、集会所等のスペースを定期的に確保するだけでもよいでしょう。

　また、女性関連施設や女子校、女子大学等は、女性支援に特化した利用も考えられます。各地の男女共同参画担当部局との連携で防災計画において検討されるべきです。

【処方箋－４】避難所の環境整備基準を地域防災計画・個別マニュアル等で定める

　災害時の避難所の環境整備のあり方について、緊急対応時にあっても「人間の尊厳を守る」ことを理念として、方針や留意点を地域防災計画に定義し、さらに避難所マニュアルに具体的に記述することで、対応がより確実になるでしょう。被災直後はうまく対応できなかったとしても、マニュアルがあれば、たとえ厳しい運営状況であっても必要な改善の方向性を早期に被災者間で共有し、具体的に対策を進めていくことが可能です。

　さらに、避難所運営にかかわることになる、周辺地域の住民組織にも、避難所運営マニュアルを使った学習や訓練をしてもらうことで、実効性はより高まります。

	

	【問題提起】

　災害時の女性の視点に立った対応の必要性は、避難所運営でも同様です。ここでは前述した（第２部2.参照）物理的環境以外の課題について、以下３つの領域に沿って問題提起を行います。

⑤　ニーズ対応（物資不足・固定的性別役割による負担増・心身の健康）

　ア　物資の不足と管理

　　　被災者の生活には多様な物資が必要とされますが、中でも、女性と、育児・介護に必要な物資については、そもそも備蓄がほとんど無い、安定的な供給に時間がかかる、細かいニーズについてはなかなか対応がなされない、といった状況が起こります。これは、広域における物資のニーズ把握と供給体制自体にも問題がありますが、避難所についていえば、ニーズの把握体制と、物資の管理・配布体制という２つの問題があります。

　　　避難所の生活においては、がまんが美徳とされ、個別のニーズを口に出しづらい抑圧的な環境が生じます。そうした中で、女性が必要とする生理用品や下着（サイズが非常に多岐にわたる）については、人前で要望を出しづらく、特殊なニーズは発言しにくくなります（妊産婦用の衣類やおんぶ紐なども含む）。特に、避難所のリーダーや物資担当者のほとんどが男性となる傾向にあり、結果として女性・育児・介護に関する要望がうまく理解されにくいということも起きます。

　　　こうしたことから、多様なニーズがあること自体が表面化されず、外部への要望の発信につながらない、避難所に必要な物資が届いていてもうまく配布されない、女性が必要としている物資の提供の申し出も避難所リーダーによって断られてしまう（アレルギーをもつ人用の食品や化粧品など）といったことが起こります。

　　　さらに、物流が十分に回復しない状況においては、在宅で避難する被災者に対しても食糧や物資を提供する必要が生じますが、避難所に集積される物資の取扱いに関するルールがあいまいなため、在宅避難者がオムツ等を避難所へもらいにいって断られる、といったことも起こりました。

　　　特に、寝たきりの高齢者や体の不自由な障害者などは避難所に移動することさえできず、自宅にとどまらざるを得ない状況が多く見られました。また、自宅が無事でも、必要な食料や物資が手に入らないため、仕方なく避難所で暮らす人もおり、避難所の混雑に拍車をかけます。このように在宅避難者支援も避難所の問題と切り離せません。

　イ　固定的性別役割（介護、子育て、避難所の炊事等の負担の増加）

　　　災害時には増大する家事等の負担が、主に女性たちに重くのしかかることが明らかになっています。ガス・水道・電気などのライフラインが途絶しただけでも、食事・家族の衛生管理・育児・介護などの負担は著しく増大します。さらに、保育所・学校などの育児・教育機能や、ホームヘルパーの派遣・デイサービス・訪問介護などの福祉サービス機能が停止もしくは著しく低下した場合、こうした家族のケアにおける負担は、さらに過酷さを増し、介護を受ける当事者の困難も増大します。

　　　避難所にもこうした固定的性別役割が持ち込まれ、長期化する避難生活下で、女性たちが朝から晩まで食事の支度や清掃等に追われ、疲弊しました。自宅の様子を見に行ったり、体を安ませることもままならない状況です。また避難所で生活する女性の中でも育児や介護など、ケアすべき家族がいる場合には、家族の世話と避難所の世話の両方がプレッシャーとなります。

　ウ　心身の健康

　　　避難所で一般的にみられる症状としては、高血圧・高血糖・ぜんそくなどの慢性疾患の悪化、肺炎・インフルエンザ・感染性胃腸炎、便秘、低栄養や不活発病、介護者不足による褥瘡形成などに加えて、ストレスの蓄積・不安・不眠などが見られました。また、女性特有の症状としては、デリケートな部分の衛生を保持できないことが原因となった、膀胱炎・外陰炎・膣炎なども見られました。

　　　避難所では女性被災者のほうが、全般に抑うつ傾向が見られたという報告があるのと同時に、特に責任のある立場の男性がストレスをためる傾向もみられました（自治体職員や救援機関の職員、地域リーダー、企業の管理職など）。

⑥　安全・安心（暴力問題とその防止）

　　災害や紛争時に、女性や子どもに対する暴力が増加することは、世界的にも明らかになっており、国際的な人道支援マニュアルにおいても、女性と子どもの安全対策は、実施が大前提となっています。

　　ＲＴが実施した暴力事例調査によると、東日本大震災被災地の避難所においても実際に、強姦、体をさわる、子どもの下着を脱がせるといった性暴力事例や、盗撮、わいせつな本・写真などを見せるといった事例があったことが報告されています。

　　実際、避難所の中には、「女性と子どもは１人でトイレに行かないで」といった暴力防止に関する啓発文書が掲示されていた例もあります。しかし、女性と子どもにのみ責任を押し付ける方法では、根本的な解決にはならず、むしろ暴力を放置・助長してしまう可能性が高まります。

　　避難所という環境は、放置しておくと人権意識が全体に低下し、犯罪にさらされても訴えにくい厳しい環境をもたらしますので、暴力防止のため考えられるあらゆる対策が講じられる必要があります。

⑦　女性の参画（責任ある立場への参画の確保）
　　避難所運営においては、男性が責任者になっている場合がほとんどであったため、女性が運営方針や物事を決める・ニーズを把握するといった、意思決定の場に参画する機会を持つことが難しかったのが現状です。そのため、(ア)ただでさえ被災した女性たちが自分たちの要望を責任者に伝えにくい状況に拍車をかけた、(イ)外部の支援者も少数の男性リーダーを通じてしか連携ができなかったため、潜在的なニーズに対応できなかった、(ウ)実際各地の避難所で、更衣室や授乳室などの設置といった環境改善が、早期にはできなかった、などの問題がありました。

	


【処方箋－５】物資・固定的性別役割による負担増・心身の健康といったニーズに対応する

①　物資の不足と管理

　　避難所の責任者や物資担当者に男女両方が入って被災者ニーズに対応することが必要です。

　　また人前で出しにくい女性のニーズや、子育て・介護に必要なもののニーズについては、アンケートを取り、部屋やフロアごとに女性リーダーを立ててニーズの集約を行うべきです。

　　さらに自治体として、自宅での備蓄努力を前提に、物流が長期間回復しない場合は、在宅避難者が必要とする物資の提供も可能とするなど在宅避難者に対する物資の提供のあり方について方針を明確に定め、避難所マニュアルにも明記しておくことで、トラブルを起こさずに必要な人への対応を可能とします。

②　固定的性別役割（介護、子育ての他、避難所の炊事等の負担）

　　避難所の炊事や掃除の負担は、女性や一部の人にのみ荷重がかからないように役割分担を前提とし、男女問わず参加する、班をつくってローテーションを組む、などの工夫がなされるよう、避難所運営マニュアルや地域防災活動上で工夫します。

　　子どもの預かり支援を実施することも重要です。支援体制が整わない時期においては、被災者同士で子供の預かり合いを行い、その後は、行政、保育所、災害ボランティアセンターや子育て支援団体等が連携しあいながら、預かり支援が実施できるよう、あらかじめ防災計画上で対策を講じておくようにします。

　　避難所への介護職員等の派遣についても、あらかじめ体制を整えておきます。また、在宅避難をしている要援護者とその介護者、育児中の親の支援を対策に入れるようにすべきです。

③　心身の健康

　　ハード面での環境整備は、あらかじめ女性に配慮して行われるようにする必要があります（女性専用スペース、男女別更衣室、男女別トイレの設置、安全確保など）。

　　また、女性・子ども・寝たきりや障害を持った人の衛生面に配慮したり、女性の医療従事者や相談員の派遣・巡回訪問を実施すべきです。

　　さらに相談窓口開設や、相談先情報の提供、避難所運営責任者の負担の分散・軽減のための体制づくり、行政職員、医療従事者、地域リーダー、災害支援ボランティアスタッフなど、長期に災害支援に携わる支援者のための支援（休息場所や休息時間の確保、精神的ケアなど）も予め検討しておく必要があります。

【処方箋－６】治安・暴力問題にしっかりと対応する

　第１に、ハード面での安全対策を徹底させ、犯罪が起こりにくい物理的環境を作ることが求められます。その際、被害の当事者となることが多い女性や子どもの意見を聞いてどこがどのように不安か、実際にどういう状況で危険に遭いそうになったかなど環境整備を行うことが大切です。避難所運営の責任者にも女性がしっかり入り、取り組むことができるようにします。

　第２に、避難所の被災者・関係者全体に対して、暴力は絶対に許さない、というメッセージをしっかりと発信することが重要です。

　第３に、避難所内に相談窓口を設置したり、女性や子どもが相談できる人が（女性警察官や女性の医療職・相談員など）巡回するといった支援体制づくり、暴力を受けた際の専門の相談先の情報提供や関係機関同士の連携といったことを積極的に実施し、暴力の抑止とリスクの早期発見、事件が起きた場合にすぐに専門機関へつなげることができるよう、環境を整えることが必要です。

　第４に、被災者支援にかかわる人たち（自治体職員・警察・医療従事者・相談員・支援ボランティア団体のスタッフ・地域リーダーなど）に対する、平時からの災害時の暴力問題と防止に関する研修の実施も大切です。

【処方箋－７】避難所運営や地域防災組織で、女性の参画を促進する

（避難所運営に関する研修・訓練、女性のエンパワメントについては第２部13.を参照）

　地域住民による避難所運営組織や自主防災組織、町内会、自治会などの地域防災組織、さらには自治体の危機管理担当者にも、女性がきちんと入ることができるよう、政策的に促進することが大切です。避難所運営にあたることになる、地域住民・自治体職員・施設関係者で、あらかじめ避難所運営のための組織をつくっておき、そこに女性も必ず参画するよう、避難所運営マニュアルに明記している自治体もあります。

　日常から女性の参画を進めなければ、災害時に女性の立場で意見を言う・対等に避難所運営に参画するということが難しくなるので、平時の体制作りが不可欠です。併せて、担い手となる女性の人材育成も重要となります。
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  4.　避難住宅【仮設住宅・借上げ住宅・在宅避難】　

	

	【問題提起】

①　仮設住宅

　　仮設住宅の問題について、居住期間が長期化することを前提にすると、女性の視点から次の３点が挙げられます。

　　第１は、家族のプライバシーは守られることになりましたが、家族関係の問題や家族メンバーの問題が、他から見えなくなることによって種々の問題が発生することです。特にプレハブ仮設住宅は狭く、過密居住することによる家族間や個々人のストレスは大きく、失業や将来の不安等を抱えている人もいます。そのはけ口として避難所生活の時には隠れていたＤＶが再発したり、新たに引き起こされる場合もあります。

　　第２は、「住宅」の質の低さによって日常生活に支障をきたし、特に家事・育児・介護をになう女性、高齢女性にとって負担になっていることです。問題は以下の通りです。後にうまく追加工事で改善された内容もありますが、そのままのところもあります。

　　(ア)断熱性能に欠けることによる夏の暑さ、冬の寒さ（結露とカビ、水道管の凍結）、(イ)防音性能に劣るため近隣騒音がひどい、(ウ)収納不足、(エ)ユニットバスが狭く浴槽が高くて入りにくい、(オ)玄関・出入口や浴室等の段差、(カ)掃き出し窓のないタイプでは洗濯干場に困る、(キ)台所の調理台が無いタイプがある、(ク)玄関や窓の庇が無いなどです。

　　第３に仮設住宅周辺環境の安全と生活利便性の問題です。(ア)当初街灯の設置がなく、女性や子どもが夜間外出するのが危険であったこと、(イ)購買施設が近くになく、「買い物難民」を生み出したことなどがあげられます。買い物代行サービスも好評でしたが、商店街に行き、店の人や買い物に来た人との交流を求めて、商店街へ往復するための車の手配（移動サービス）を求める声が高かったところがあったことは記憶すべきでしょう。

　（仮設住宅については第１部6.を参照）
②　借上げ住宅・在宅避難

　　借上げ住宅、在宅避難の場合は、分散して避難生活を送っていることから、行政や民間からの情報が伝わらず、支援物資の支給が渡らない等の問題がありました。様々な悩みや問題を抱えていますので、プレハブ仮設住宅居住者と同様、相談や専門的助言を受けられる体制が必要でした。

③　福祉仮設住宅
　　福祉仮設住宅については量と質の問題があります。阪神・淡路大震災では高齢者・障害者を対象としたグループホームが設置されました。東日本大震災でも比較的早く厚生労働省の指示によりグループホーム型仮設住宅（福祉仮設住宅）が提供されるようになったのは前進です。しかし、３割以上が65歳以上という高齢化が進んだ地域を含む東北地方の被災地では、岩手県10カ所120戸、宮城県19カ所269戸、福島県２カ所18戸、合計31カ所407戸のようにあまりに少ない状況です。

　　また驚いたことに、福祉仮設住宅でありながら、玄関の間口が狭く、車椅子で住宅の出入りが困難な住宅が提供されていました。

	


【処方箋－１】ＤＶシェルターや女性の相談窓口・女性の居場所を開設する

　生活や経済の不安、それに仮設住宅というストレスの多い居住空間により、ＤＶや虐待等の暴力が発生することを防止し、また起こった時のためにＤＶシェルターを設置すべきです。加害者からの保護を必要とするために設置場所には配慮し、暴力を受けずに生活再建できるようにする必要があります。

　また、様々な女性にかかわる相談窓口や居場所づくりについては、できるだけ身近なところに設置することが求められます。女性センターを中心に、仮設住宅の常設の相談所・居場所と、集会所で定期的に開催する相談所・居場所等が組み合わされているとより良いでしょう。

【処方箋－２】人的（生活）サポートを導入し仮設住宅自治会役員や管理人に女性を登用する

　被災者の個々の悩みや問題について相談でき、解決するための支援が必要です。阪神・淡路大震災の教訓から、孤独死を未然に防ごうと、生活支援員等の様々な名称の人的支援が行われるようになりました。個人情報保護法への過剰な反応によって本当に支援が必要な人への支援ができないといった問題もありますが、問題を敏感に早期に把握し対応することが可能です。

　また、内閣府が新成長戦略（2010年６月18日閣議決定）に基づき導入した、パーソナル・サポート・サービス（ＰＳＳ）は、「様々な生活上の困難に直面している方に対し、個別的・継続的・包括的に支援を実施するもの」で、ここでは、個々人が抱える生活・雇用・健康・医療・福祉・法律等の様々な分野での専門的支援を行い、解決をめざすものとして仙台市とＮＰＯにより実施されました。

　このように、専門的支援、より緩やかな相談援助、地縁的ネットワーク（自治会や近隣の付き合い）、ボランティアによる活動といった人的ポートによって、様々な悩みを解消し、孤独死を防ぎ、生きがいを見つけ、生活再建に踏み出す力をつけることができます。

　また、女性の悩みやニーズに共感し、解決するためには、仮設住宅の自治会役員や管理人に女性を積極的に登用することも重要です。福島県飯舘村は、原発事故により全域が「計画的避難区域」に指定され、全村で応急仮設住宅団地等に避難しました。この仮設住宅団地９か所中、８か所に意識的に女性管理人を配置しました。育児や介護の問題や、女性の下着や生理用品等、女性が必要とする支援物資等も、「我慢」せずに要求を出せると評判です。

【処方箋－３】コミュニティの中で女性のエンパワメントをすすめる

　女性が交流し、活発な活動を展開することで、仮設住宅コミュニティは活性化します。女性のニーズに応じた料理教室や手芸教室等の多様なイベントから発展して、女性の仕事づくりに繋がる可能性もあります。

【処方箋－４】女性建築技術者、女性プランナーを活用する

　仮設住宅の計画、管理、改善において、女性建築技術者を積極的に登用することで、より生活とコミュニティを活性化させる仮設住宅の提供が可能です。また、仮設住宅の居住性の問題が発生した場合にも、男性建築技術者よりも女性建築技術者の方が、問題点を発見し、改善につなげることができます。福島県の女性建築技術者によるＮＰＯ法人「結」は、県内の仮設住宅のバリアフリーの状態をチェックし、改善の提案を行いました。

　さらに、仮設住宅の配置は、仮設住宅団地のコミュニティの活性化の上でも非常に重要です。計画段階で女性プランナーの参画を促すことで、女性の安全や洗濯干場や子どもの遊び場を配慮し、集会所を中心とした、コミュニティに配慮した住宅地になるでしょう。

【処方箋－５】福祉仮設住宅の量と質

　福祉仮設住宅は、被災する高齢者の割合が高いため、地域の高齢化率以上の量を提供する必要があります。バリアフリー住戸は、①住戸の出入口、住戸内のトイレ・浴室・居室にてすりをつけ、②段差をなくし、③車椅子が移動できる幅員を確保し、④出入りしやすい浴槽を、最初からユニットとして提供できるようにしておくべきです。

　また単身高齢者を対象とした福祉住宅は、孤立しないようにグループホーム型とし、現在のグループホームの制度にこだわらない柔軟な運営とする必要があります。

  5.　被災から復興に向けての女性の健康　

	

	【問題提起】

①　避難所の環境

　　発災時には誰もがいのちを優先にして避難します。ところが避難先でも心身の健康にかかわるいろいろな困難にあいます。それがいのちにかかわることもあります。その後の健康に影響を及ぼすこともあります。たとえば避難所では、「エコノミークラス症候群（深部静脈血栓症）」や「生活不活発病（廃用症候群：日常生活が不活発になったために高齢者等が基本的な動作や運動ができなくなり、いわゆる『寝たきり』になること）」の発症の可能性が高くなります。また災害によって大きな危機を経験したことから心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）になることがあります。これらは女性に限ったことではありませんが、高齢者に女性の割合が高いことや、避難所のトイレの環境（安全ではない、衛生的ではない、使用しづらいなど）から水分の摂取を控えたという声を被災地の女性から聞きました。入浴ができないために身体の衛生を保てないこととも関わって、膀胱炎に多くの女性が苦しんだことや脳血管障害のリスクを高めました。

　　乳幼児を抱える女性からは、避難所で子どもが泣くとそこにはいられずに、厳寒の屋外や車があれば車で過ごしたという声があった一方、乳幼児を抱えた家族や女性だけの部屋を設けていた避難所もありました。障害、病気、高齢の人と、ケアをしている人（女性が多い）は避難所には居られなかったために半壊や全壊の自宅に戻ったという報告もあります。自宅に戻ると、食糧も生活必需品もないにもかかわらず避難所で配布する支援物資がもらえなかったという実態もありました。その一方、自宅に避難していた人たちにも避難所や役所、学校等で支援物資を配布していたという所もありました。女性は、自分のための食糧や生活必需品だけではなく、家族全員に必要な支援物資、とくにケアが必要な家族のための物資をもらうのに苦労したようです。生理（月経）用品はあったけれどその配布に手間取った、生理用下着が不足していた、高齢女性用の尿失禁用のパッドがなかった、下着のサイズがあわなかったなど、女性の衛生のために必要な物資が不足していた実態もありました。

　　これらは、防災計画を策定する際に想定しておけば、かなり準備できる課題です。防災計画を策定する際に、女性の視点、そして少数派の立場にいる人たち、ケアやサポートを必要とする人たちの視点を必ず盛り込むようにすることが、多様な立場の人たちのいのちや健康、つまりはすべての人の人権を守ることにつながります。

②　ケア役割と健康

　　心身の健康の保持には、医療の他に環境、衛生、栄養、休養が必要なことは言うまでもありません。家族や同じ避難所にいる人たちの心身の健康の保持のための作業が女性に委ねられることが少なくありません。衛生を維持するための掃除や洗濯、食事の用意、子どもや高齢者、病気や障害のある人へのケアが女性の役割にされがちです。そのために女性は避難所や家を離れられずに仕事に行けなくなったり、休養が取れなくなったりしました。それにケア労働には無償労働を要求されることが少なくありません。主に男性が担ってきた有償の作業、たとえば瓦礫撤去や運搬などと同じように、ケアを重要な役割と認めて有償にするか、男性も女性と同様に担うなど、女性にだけケア役割を押し付けることがないような配慮が避難所運営や、自宅避難者への配慮として必要です｡
③　リプロダクティブ・ヘルス／ライツ

　　健康に関して、女性と男性とが大きく違うのは妊娠や出産や授乳でしょう。たとえば、避難所の環境は妊婦や乳児のいる女性には過酷な環境でした。栄養面や衛生面への配慮、安全に出産できる場所と助産者（産科医や助産師）の確保とそこへのアクセスに困難がありました。授乳する場所がないために大勢がいる空間で壁の方を向いて授乳した避難所や、福島原発事故からの避難時に妊婦も他の人と同様に扱ったところがあったと聞きました。妊娠している女性と被曝の影響を受けやすい胎児の双方の健康を考えるなら、妊婦の避難が子どもと同様に優先される必要があると思います。

　　女性の健康として、避妊・中絶、性行為感染症の感染予防についても忘れてはいけないでしょう。災害後に夫婦や恋人間での性行為において避妊したいけれども避妊手段がない、また妊娠しても妊娠継続できないという状況があるのは想像に難くありません。安全で確実な避妊・中絶、そして性行為感染症の予防などについて、災害時においてもその知識と手段の提供が必要です。

　　心身の健康を広くとらえたときに、女性の安全、とくに性に基づく暴力を予防すること、暴力の被害にあったときの迅速で適切な対応についても準備しておく必要があります。性に基づく暴力が女性の心身の健康に大きな被害をもたらすこと、また、女性に限らず、子どもや男性も性暴力被害を含めた暴力の被害にあうこと、その予防と対応（ＰＴＳＤへの対処、望まない妊娠、性行為感染症への対処、そして被害者への偏見と二次被害の防止など）について、対策を立てておく必要があります（第２部6.参照）。

	


【処方箋－１】避難所等の運営と環境に女性の視点を反映させる

　避難所や避難先の環境をよりよくするために防災計画を立てて、訓練を重ねるべきです。その際に、女性がリーダーとなる訓練、女性の視点から防災についての意見を出して、それを反映させていくことが必要です。支援の仕方、支援物資について、避難所の運営や環境、保健衛生、心のケアや相談、リプロダクティブ・ヘルス／ライツ、安全など幅広い視点からの意見や対応策が提案できるような仕組みを構築することも不可欠です。

【処方箋－２】ケア役割と男女共同参画について啓発しシステムを整える

　避難所では育児、介護、その他の炊き出し、掃除、洗濯などは、女性が無償で担ったところが多くありました。女性が自分の健康を後回しにして、家族やその他の人たちのケアを担わなければならなくなることや、また支援者の女性が家でのケア役割を果たすことにより離職するのを防ぐために、ケアと男女共同参画について啓発し、災害発生時の保育、高齢者や障害者の介護等のシステムを整えることが必要です。

	

	【問題提起】

④　支援者の女性の健康

　　東日本大震災では、女性も様々な形で被災地・被災者への支援活動に携わりました。とりわけ行政や外郭団体の職員、福祉職、保健医療職、教育職、そして多くのＮＰＯやＮＧＯの職員は、十分な休養や栄養がとれない過酷な状況下で役割を果たしてきました。そこにはもちろん女性も多く含まれています。誰もが限界に近い頑張りをする中で、自分たちの健康について気遣う余裕はなかったのかもしれませんが、復旧・復興・再生までに時間がかかるからこそ、支援者の心身の健康についてもっと考慮されるべきでした。その中には、すでに指摘したような女性への身体的な配慮、女性への暴力の防止と生じた際の対応、放射線被曝に対する現在から将来への健康被害を考慮した対策が必要です。トイレがなかったり、衛生状態が維持できない現場での活動、妊娠中や授乳期の女性、女性には限りませんが、自宅で子どもや高齢者などへのケアを担っている人が自宅に帰れない状況もありました。支援者の心身両面での負担を理解し、外部からの援助を受け入れた体制が築けるような防災計画が必要です。

	


【処方箋－３】支援者の健康管理に配慮する

　被災者だけではなく、被災地に関わる職員（他自治体からの支援の職員を含む）ばかりでなく、ＮＧＯ／ＮＰＯなどの民間団体、ボランティア、専門家など支援側にも健康配慮は必要です。例えば、放射線による影響は長く続く事が予測される中、若い世代、特に女性には健康のための配慮が必要です。情報提供や健康管理のやり方など示した上で、現場に参加出来る様、学習機会、情報提供、相談などが支援者にも必要です。被災地ならではの緊張や葛藤があり、それを受け止めて活動する事が必要なため、特に相談等には、被災地の特徴を踏まえ、その災害支援活動に専門性のある相談員（メンター、カウンセラー）を配置することが大切です。

	

	【問題提起】

⑤　放射線被曝と女性の健康

　　福島原発事故による放射線被曝では、外部はもとより内部被曝をさけることが必要です。避難の手続きに時間がかかり、すべての人が一斉に避難することができないなら、妊婦や幼い子どもが避難に際して優先されるべきです。しかし、そのためには避難訓練が必要ですし、家族と離れて避難する際の連絡手段についても日頃から考えて用意しておかなければなりません。また、自力で家から出られない病気や障害のある人たちと、その人たちを介護している人たちが避難する方法も検討しておかなければなりません。正確な情報が提供されたとしても、それを理解するためには日頃からの知識や教育が必要にもなります。そして不安を抱いている人たちが相談できる先の充実が望まれます。

⑥　放射線被曝と被曝への不安、差別
　　被曝線量を測定する健康診断が福島県内外の保健医療施設などで実施されていますが、その健康診断を受診する人の割合は時間が経つと共に低下しています。すぐに対処できる方法があるわけではなく、また被曝線量と健康被害が現れる関係は単純ではないために、健康診断の効果が見えづらいのが理由だと考えられています。しかし、放射線量と健康被害についてデータが十分にないとはいっても、残念なことに放射線の影響は世代を超えて健康への被害をもたらす可能性があるため、自分の身体の状態に留意するためだけでなく、将来の対応や補償のためにも、健康記録を継続的にとっていくことが必要です。それについての情報提供、啓発の努力を続けることが求められています。

　　放射線の影響が世代を超えて健康被害をもたらす可能性があることは、原発事故に被災した人々への差別や偏見へとつながる恐れも指摘されています。とくに就職や結婚、子どもをもつことをめぐる差別を生じさせないための医学的な情報以外の情報や知識、人権についての教育が必要となります。健康診断で被曝線量が高かったという結果を得た人が差別されることがないような思慮深い対応が求められています。

	


【処方箋－４】放射線の影響と健康のために必要な配慮をする

　放射線被曝の影響については、わかっていないことが多いために、被曝線量の測定や心身の不調に早く気づくための健康診断を定期的に受けることを促すべきです。放射線による健康被害は時間を経てから発症するかもしれませんし、世代を超えた影響があるかもしれません。同時に、被災した人々、とくに女性への差別が生じないような情報提供、啓発、人権教育が必要です。そのために、「達成可能な最高水準の心身の健康を享受する権利に関する国連人権理事会」特別報告者のアナンド・グローバー（Anand Grover）氏が2012年11月26日にプレス・ステートメントにおいて指摘した次のことは、とても重要です。「特に、障害者、若い母親、妊婦、子ども、お年寄りなどの方々から、自分たちに影響がおよぶ決定に対して発言権がない、という言葉を耳にしました。健康を享受する権利の枠組みにおいては、地域に影響がおよぶ決定に際して、そうした影響がおよぶすべての地域が決定プロセスに参加するよう、国に求めています。つまり、今回被害にあわれた人々は、意思決定プロセス、さらには実行、モニタリング、説明責任プロセスにも参加する必要があるということです。こうした参加を通じて、決定事項が全体に伝わるだけではなく、被害にあった地域の政府に対する信頼強化にもつながるのです。これは、効率的に災害からの復興を成し遂げるためにも必要であると思われます。」

  6.　災害時の女性に対する暴力　

	

	【問題提起】

①
　災害・復興時にも被害・加害は起きている
　　災害・復興時に女性に対する暴力が増加することは、海外の調査では明らかでしたが、日本ではまだ明らかにされていませんでした。そのためＲＴが2011年11月から半年間、被害を受けた女性や子どもから相談を受けた相談員や医師などへ災害・復興時における女性と子どもへの暴力事例調査を実施しました。この調査は被害数・加害数の調査ではなく、実際にどのようなことが起こっているのかを明らかにする調査であり、地域は岩手・宮城・福島３県が９割で、１割は被災者が避難している３県外です。被害者・加害者ともに、20歳未満も含め60歳代までを対象としました。伝聞事例を除いたり、東日本大震災と関係のある暴力かどうかを厳密に精査した結果、82事例となりました。

　　ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ＝夫・恋人からの暴力）の加害者は夫が最も多く、その他は元夫や恋人などで、ＤＶ以外の暴力（性暴力・いやがらせなど）では、避難所住人やリーダー、家族、あるいは見知らぬ者などとなりました。

　　暴力の形態は、ＤＶの場合は言葉による暴力や精神的・心理的暴力が大部分ですが、身体的暴力もあります。ＤＶ以外の暴力は、性的暴力（同意のない性交、身体接触のあるわいせつ行為・その他の望まない性的行為 ― のぞきなど・性的なことばによる攻撃・いやがらせ）の被害・加害が大部分を占めています。

　　今回の調査により、改めて日本でも災害・復興時に性暴力が起きていることが明らかになりました。

	


	

	【問題提起】

　暴力をなくすためには、実際にどのような暴力が起きているかを検証する必要があり、以下がその事例です。

②
　避難生活での性暴力

　　東日本大震災でも新聞報道にもあるように、被害者と同じ場所で避難生活を送っている男性からの性暴力が起こっています。

　　避難所ではプライバシーの確保の難しさから、さまざまなことが起きています。授乳時に男性から注視される、その他にも気がつくと隣に男性が寝ている、身体を触る、のぞく等避難生活を安心して続けることができなくなる事態が起こりました。

　　また、物品やサービスの見返りに性行為を強要する“対価型”性暴力も起こっています。「守ってやるから」「＊＊（生活物資）を特別に分けるから」など言葉によって性行為を強要する行為は、非常時のモノのニーズの高い家族を抱えたり、夫を震災で亡くすなどした弱い立場、支援の必要な女性たちの立場につけ込んだ悪質な暴力です。仮設住宅においても一人暮らしの女性へのいやがらせなどが起きています。

③　ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）

　　被災地ホットラインや警察などの相談統計によると、震災前より多くなっています。

　　ＲＴの調査によれば震災前から夫の暴力があったという女性が多く、被災によるストレスが要因になって、よりひどくなったり暴力の形態が変わったりする場合もあります｡
　　背景として家や車など家財を失くす、失業する、親族・家族を亡くすなどの喪失体験、転職、転居、複数世帯同居から２人世帯になる、あるいはそれまで同居していなかった親族と同居するようになるなどの環境の変化にかかわることがあげられています。震災後、夫や自分の親、あるいは親族と同居したので身体的暴力はなくなったが、言葉の暴力や義援金や補償金などを妻に渡さない、生活費をわたさないなどの経済的暴力も多くあります。

　　仮設住宅での暮らしが始まると、暴力はより見えにくくなります。

④　子どもへの暴力

　　避難所等では子どもへの暴力も報告されています。まわりの大人から怒鳴られる、叩かれる、体を触られる、トイレをのぞかれたり下着を脱がされる等の加害行為が女児男児ともに起こっています。子どもは親にも言わない場合もあります。

⑤　被災者に対する暴言や差別

　　夫や失った被災女性に対して「お前が津波に遭えばよかったのに」と親族に言われたり、職場で「補償金が入ったから働かなくてもいいのでは」と言われる等、言葉の暴力を受け傷つく場合もあります。また、この調査結果以外では被災地以外の避難先で「また、避難民か」等の言葉を受ける経験も報告されています。

⑥　女性ボランティア・支援者に対する差別・暴力

　　災害時に多くのボランティアが支援活動に関わる事になりますが、そのなかでも暴力・性暴力が起こります。災害時の環境は被災者だけでなく支援者にも厳しいもので、被災者にセクハラ発言をされたり、住所や電話番号などの個人情報を聞かれる、医療ボランティア女性が検査中に被災者からセクハラを受ける等の被害も起こっています。

　　ボランティア・リーダーに、災害時の暴力についての問題意識や対応策の知識がないと、団体内部での解決が難しいという事例も起きています。

	


【処方箋－１】女性への暴力に対する基本認識をもつ

　女性に対する暴力の問題は、1995年第４回国連世界女性会議（北京女性会議）でクローズアップされ世界共通の課題となりました。その後日本でも、男女雇用機会均等法におけるセクハラ防止、ストーカー規制法、ＤＶ防止法の策定等、法整備が進み、男女共同参画政策の大きな柱となっています。また、民間においてもＤＶの被害を受けた女性たちへの相談電話やシェルター活動を地域ですすめる体制が整ってきつつあり、こうした活動のネットワークが広がるにしたがって、女性への暴力は色々な意味で強い立場の者から弱い立場の者に対する構造的な問題であり、災害・復興時においてもそのことは変わらないことが、調査結果でも明らかになっています。政府も東日本大震災では迅速に対応し、公的機関に女性に対する暴力防止に留意する文書を発出しました（2011年３月16日、24日）。しかし、その文書の認知は、公民の支援機関を合わせて四分の一程度でした。

【処方箋－２】暴力を見過ごさない

　大きな災害による被災という困難を経験し、安心出来る場所であるはずの避難所や仮設住宅のセクハラ・性暴力は、被害者にとって生存の場を奪うようなものです。まず、関係者が「絶対に暴力を容認しない」態度を一貫してとっていくことが求められます。これが暴力を抑止し、再発防止にもつながります。避難所の中の年長者やリーダーに相談しても、非常時だから、加害者も大変なんだからと言われたり、加害者が近所の顔見知りだったりすると沈黙を余儀なくされ、別の避難所に被害者が移動せざるを得ないなどの状況が、調査では明らかになっています。一方、避難所のリーダーが、「集団生活ではセクハラなど起こりがちだから気をつけよう」と呼びかけるとセクハラ行為が無くなったという好事例も報告されています。

　ボランティアや職員が誓約書や行動規範等にサインをして活動を開始するという習慣は、海外の緊急人道支援の現場では実施されることもありますが、日本ではあまりなじみがありません。例えば「暴力・性暴力や問題行動を見かけた時には加担せず、見過ごさず、必ず報告する」「暴力を受けた女性や子どもの安全を確保し、尊厳とプライバシーを守ることを優先する」等を確認するだけでも、お互いが動きやすくなるでしょう。

【処方箋－３】被害者が相談しやすい窓口と専門機関の連携

　女性だけで話せる場、プライバシーの配慮ができるスペースを避難時にも確保して、着替えや授乳が出来るようにし、相談スペースも設けられれば、「相談しにいった」ということも目立たずに済みます。「いつでも相談、話が出来る」という告知もわかりやすく示しておく必要があります。また人々の目のある避難所ではなく、別の場所にある方が相談しやすい場合もあります。被害女性の立場に立った相談と必要な機関への連携が可能な機能を持った専門相談窓口が、適宜配置される必要があります。さらに、巡回の保健師につなげて相談を受けてもらうなど、専門家につなぐことも大切です。

　日ごろから、仕事や日常の活動に追われる女性たちが、いつでも相談出来るよう電話相談の窓口も24時間対応が必要です。相談から、保護、その後の生活設計の支援などさまざまな専門性が必要な、ＤＶや性暴力対応のワンストップセンターの設置が望まれます。また、職員やボランティア等支援側の相談窓口も必要です。立場や状況にかかわらず、相談しやすい電話相談や相談場所などの告知や機関設置を行っておくことが重要です。
【処方箋－４】避難計画や避難所マニュアルに女性や子どもへの暴力防止を記載する

　被害を未然に防ぐための可能な手だてを考えるべきです。避難所マニュアルなどに、着替えや授乳のできる部屋（女性専用スペースなど）の設置、男女トイレの設置場所を別にする、洗濯場・洗濯干場などもできるだけ安全に作業の出来る環境に設置することなどを明記すべきであり、策定に関わる委員や地域のリーダーたちにとって、よい研修の機会ともなります。その際に、支援者・ボランティアの女性に対する男女別の宿泊スペース確保や女性のボランティアリーダーに相談出来る体制など活動環境の整備も明記しておくことが必要です。

【処方箋－５】暴力を容認しない、受け入れ調整団体の姿勢を行動で示す

　人の役に立ちたいと願いながら活動しているボランティア・支援者だけに、自分の不安や被害について言い出しにくいときもあります。まずＮＧＯ・ＮＰＯ、行政やボランティアセンター等ボランティアを受け入れ、送り出す調整機関が、オリエンテーションやボランティアとの話し合いの機会に、女性への暴力に関して、被災者・支援者を問わず容認しない態度を明確に表明する事が、特にボランティア教育としても効果があり、暴力の抑止力にもなります。

　その上であらかじめ暴力が起きない活動環境の整備、相談窓口の提示、暴力防止・対応も含む基本的な活動ガイドラインなどを示し、安心して活動出来る状況を通常から準備しておくことが必要です。また、被害が起こった場合はすみやかに安全の確保と専門家・機関との連携によって、被害者への二次加害が起きないような対応が必須です。

　特に支援活動や日常の訓練活動におけるガイドラインなどに男女共同参画の視点が盛り込まれ、組織的に日常の活動に活かされている事が、支援現場の質的な環境改善にもなります。

【処方箋－６】通常時にＤＶ・性暴力に関する研修の機会を設ける

　以上のような処方箋は、避難所マニュアルに書いてあるから効果があるというものではありません。通常時から、災害時避難の第一線に立つ公務職場の人たちや、地域住民、専門機関、ボランティアなどがＤＶや性暴力について、それらがなぜ起こるのかの根本的課題や被害・加害の実情、防止や対応、どうすれば根絶できるのかなどの研修機会をもつことが重要です。避難所運営に関わると想定される人々が、これらの基本的知識について共通に理解しておくことで、実際の現場での対応を進めて行く事が出来ます。これらを担当職員以外の公務職場の人たちや自治会、地域活動にかかわる人々に広げて行く事も必要です。そのために、市民の防災研修にはＤＶ、性暴力、子どもの虐待に関しても必ず取り上げ、講義はワークショップ形式で実践的な理解を進めましょう。それは災害時だけではなく、避難者の受け入れや日常のＤＶや性暴力への対応にも応用のきくものであり、地域の安全にもつながるものとなっていきます。

　また、その学習は被災者をまもるだけではなく、職員や支援者を守る事にもつながります。長い復興の道のりの間も、被災者の状況を理解し、暴力や差別をなくし、適切な支援や政策を考える人権学習の場が被災者にも支援者や一般の人々にも提供されていくことが必要です。

  7.　多様な視点【ひとり親・障害女性・外国人女性・性的マイノリティ】　

	

	【問題提起】

ひとり親への支援

　災害時に生活や就労においてひとり親世帯が困難を抱えると言われています。また災害は社会に内在されていた「格差」をより大きなものにすると言われておりひとり親の貧困率は全国で50％を超え、困難は常態化しています。ひとり親世帯が東日本大震災後さまざまな困難を抱えていることが少しずつわかってきています。

①
　震災遺児世帯の状況

　　震災後に遺児となった子どものいる世帯は1,206世帯（母子569世帯、父子432世帯、両親のいない世帯205世帯）あります（2012年２月あしなが育英会による発表）。

　　突然の震災によって父母を失った子どもたち、そして突然ひとり親となった世帯への支援が必要です。東日本大震災後、あしなが育英会をはじめ、遺児家庭のため多くの基金や支援が立ち上げられ配布されました。

　　災害弔慰金、義援金、労災保険、遺族年金などある程度の生活ができる経済的保障があったとしても、夫や妻（父や母）を失ったあとの生活の激変と困難、心と体への影響は長く続いています。沿岸部から内陸に移転した場合にはかなりの孤立した状況があることもわかってきています。

　　被災各県は遺児支援員を臨時雇用し支援制度の手続きや聞き取りなどの訪問支援を行っていますが、まだまだ回復の途上にあるひとり親について、今後の支援の継続性や孤立の防止、就労支援、不安の解消が必要です。

②　被災以前からのひとり親、震災によって影響をこうむったひとり親の実態

　　震災前からのひとり親として生きてきた人々の状況については実態がなかなかつかめていませんがその実態を把握する必要があります。

　　またひとり親に対する無理解もあるようで、離婚したことすらなかなか周囲に言えないといった悩みを抱えているためか、なかなかひとり親の声が聞こえてきません。

　　岩手県沿岸部にとどまっているシングルマザーは失業、精神的なトラウマ、人間関係の悪化、子どもの生活・学習環境の激変、震災後の厳しい勤務状況でのストレス、などがあり、一方内陸部に避難したシングルマザーは職を求めあるいは子育て環境を考えて避難したが、孤立している状況もあるということです（ひとり親支援団体「インクルいわて」設立記念シンポジウム資料より）。

　　さまざまな困難が推測されるにもかかわらず従来から貧困世帯の多いひとり親に対しては支援が手薄です。義援金の配布については二次、四次などの配布で、やっとひとり親世帯に10万円～30万円の配布を行う自治体が出てきました（たとえば仙台市では2013年１月からり災したひとり親に30万円の支給）。

③
　平時からのひとり親施策の機能不全と児童扶養手当の重要性

　　ひとり親を対象にした支援の中で、平時から、母子自立支援員の相談支援、日常生活支援事業（家事援助、育児等に家庭生活支援員を派遣）、就労支援などがあまり機能していないのではないかと思われる事例があります。平時でも母子福祉貸付金業務に比重がかかっているためか、震災後も母子自立支援員がり災したひとり親家庭の状況を確認する、必要な支援につなげるというようなことも行われにくいようです。

　　なかなか支援が届いていない中でひとり親家庭に支給される児童扶養手当、また児童手当の支給は被災ひとり親世帯の生活支援として重要です。広域避難した場合などに手続きの簡便化が必要です。また孤立を防ぐための集まりなどがあると安心できるという声もあります。

④　父子世帯の不利

　　津波・震災により厚生年金に加入していた夫が死亡すれば遺族基礎年金と遺族厚生年金が妻に支給され、国民年金に加入していても子どもには遺族年金が支給されます。一方妻が亡くなった場合は「死亡した妻または親に生計維持されていたこと」、また夫が受給するには「妻の死亡時において55歳以上（支給開始は60歳から）」などの要件があり、父子世帯となっても支給されない場合がほとんどです。しかし、妻（母）を失った家庭は、家事子育ての担い手が失われ、父親の仕事にも影響するため深刻です。

　　また平時から父子世帯が利用できない施策があります。母子寡婦福祉貸付金、高等技能訓練促進費などですが、児童扶養手当のように利用できるようになったものもあります。

	


【処方箋－１】ひとり親支援の実態把握を行い広範で多様な支援を行う

①　遺児家庭の支援を長期的・継続的に行うようにする

　　夫や妻（父や母）を失ったあとの生活の激変と困難、心と体への影響は長く続いています。沿岸部から内陸に移転した場合にはかなりの孤立した状況があることもわかってきています。これからやっと思いを吐き出せるようになる人もいるでしょう。遺児家庭の親と子どもたちへの長期的・継続的な支援が必要です。そのためには、遺児支援員だけでなく、民間団体なども活用しながら、同じ立場の人・子どもと出会える場づくりも必要でしょう。

　　被災各県は遺児支援員を臨時雇用し支援制度の手続きや聞き取りなどの訪問支援を行っていますが、まだまだ回復の途上にあるひとり親について、今後の支援の継続性や孤立の防止、就労支援、不安の解消が必要です。

②　被災地域のひとり親家庭の実態を把握し、り災家庭だけでなく広く必要な支援を行う

　　被災地域のひとり親家庭の実態を把握することが必要です。り災家庭だけでなく、影響は広範囲に及んでいると考えられます。住宅、就労、教育、様々な影響が広範囲にあることが民間団体の聞き取りでも多少わかってきました。さらに実態を把握し、必要な支援につなげることが必要です。

③　平常時からのひとり親家庭の支援の機能を高める

　　平常時からのひとり親家庭の困難を解消することが災害時でのひとり親の支援につながります。児童扶養手当、児童手当の支給は災害時にも重要です。また就労支援も役立ちます。さらに母子自立支援員の相談支援が、災害時にはパーソナルサポートとして機能を発揮できるようにすることが大切です。さらに民間団体を育成し、ひとり親の孤立に対しては、安心して集まってつながりをつくれるひとり親の居場所づくりなども重要です。

④　遺族年金、ひとり親施策などの父子家庭への不利を解消する

　　東日本大震災で、父子家庭の困難が浮かびあがってきました。父子家庭に対する遺族年金の不利を解消し、父子家庭へきめこまかい支援が届くようにしていくことが必要です。また父子家庭の経済状況も悪化しているので、母子家庭が利用できる就労支援制度や貸付金制度などを父子家庭にも拡充すること、父子家庭も対象であることがわかるように告知することが必要です。

	

	参考

➣　ＮＰＯ法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ『３・11後を生きる　シングルマザーたちの体験を聞く』

	


	

	【問題提起】

障害者女性の実態把握を
　東日本大震災後、障害がある人たちの状況、なかでも障害がある女性たちの被災状況や、その後の避難実態などを知りたいと考えても、そうした現状調査が行われていないという実態がありました。また、日常的にも、障害者に関わる統計では、性別での違いがわかる統計がなく、その結果「障害がある女性」の実態を知ることができないという現状があります。被災者の障害がある女性の困難を把握し、その状況を改善するためにも、まず障害がある女性の実態を明らかにするデータを出していくことが必要です。

⑤　問題状況の可視化を急げ

　　東日本大震災で被災した岩手・宮城・福島の沿岸部自治体で、身体、知的、精神の各障害者手帳の所持者に占める犠牲者の割合は約２％に上り、住民全体の死亡率に比べ、２倍以上高かった、という結果が2011年10月に毎日新聞が行った調査で明らかになっています。ただ、この調査でも、「障害者の死者数を把握できない」として数値の回答がなかった自治体もあり、実態を明らかにすること自体が難しいことが明らかになっています。

　　震災後、唯一、在宅障害者についての実態調査ができたのが、福島県南相馬市です。南相馬市では、「ＪＤＦ被災地障がい者支援センターふくしま」が主体となり、市からの依頼を受けるかたちで、2011年４月30日から、市内に住所のある障害者手帳所持者1,139人の実態調査を行い、調査報告書（http://www.dinf.ne.jp/doc/JDF/0829_houkoku/index.html）を出しています。こうした障害者の被災状況に関する実態調査を行うことができた地域はほかになく、当事者が主体となった貴重な調査が実現した例です。ただしこの調査についても男女別でデータを分けていないことから、女性の障害者の抱える困難が明らかになっていません。

	


【処方箋－２】障害がある女性に関する実態を明らかにするという視点をもつ

　政策を進めるための前提になるのが、実態調査とデータです。そして、データをつくるために必要なのが、なにを明らかにすべきかという視点です。障害がある女性に関するデータは、現在では圧倒的に不足しています。ただし、障害がある女性に関するデータを出すことはむずかしいことではないはずです。なぜなら、障害者に関わるさまざまなデータを収集する際には、性別にかかわるデータも含まれているはずだからです。震災後、障害がある女性たちがどのような状況にあるのか、就労の面ではどうか、福祉サービスの利用状況の面ではどうか、障害者年金の取得率や収入の面ではどうか、といった現状を、障害者に関する調査であっても、男女別で出してみること、そして、そこで見えてくる課題に対して、対応策を考えていくこと、これはこの問題を解決していくための初歩的な処方箋です。

	

	参考

➣　臼井久実子・瀬山紀子・吉田仁美「障害者ジェンダー統計（その１）：日本の障害者ジェンダー統計の整備状況」『ＮＷＥＣ男女共同参画統計ニュースレター』（第10号　2012年10月25日刊）国立女性教育会館発行　所収

➣　ＤＰＩ女性障害者ネットワーク2012『障害のある女性の生活の困難 ― 人生の中で出会う複合的な生きにくさとは ― 複合差別実態調査　報告書』ＤＰＩ女性障害者ネットワーク

	


	

	【問題提起】

外国人女性への支援

　東日本大震災直後、日本に在住する外国籍の人たちの中には、一時的に母国に避難した留学生や研修生以外に、日本人男性の配偶者という在留資格で、日本に暮らす外国籍女性たちが多くいました。しかし、平時から、各地元自治体にこのような外国籍住民に関する情報が非常に限られていたこともあり、震災直後の初動において、彼女らの安否確認をすることすら困難な状況にありました。また、震災直後、緊急支援フェーズだけでなく、復興支援フェーズにおいても、外国籍であるがゆえに直面する課題（言葉、文化、法律など）も見受けられたという報告もなされています。

⑥　安否確認の困難さ

　　地域住民として住民票に登録されている場合でも、日常的に行政や地域コミュニティとのコミュニケーションが限られているため、外国籍住民の安否確認が非常に難しい状況がありました。今回は、地縁・血縁の強い地域での被災であり、同居している家族のいる方々が多く、なんとか安否の確認がされ、支援につながりました。しかし、都市部で、様々な背景を持つ外国籍住民が多く居住するような地域の場合、全く違う状況になることが予想されます。特に、2012年７月の法改正によって外国人登録制度が廃止され、それまで各自治体に登録されていた非正規滞在の外国籍住民は、「存在しない人々」となっています。今後震災が発生した際には、住民票に掲載されていない外国籍住民の安否確認が、新たな課題となります。

　　一方で、コミュニティのリーダー中心に、独自で安否確認を行い、緊急時を切り抜けた事例もありました。以下の処方箋にも記載している通り、外国籍住民＝「要援護者」ではないことを留意する必要があります。

⑦　情報収集の困難さ

　　日本での在住歴が長い場合でも、緊急時には生まれ育った文化や習慣と違う環境におかれると、日本語話者や日本で生まれ育った人に比べて、情報を得にくい事例が多く見受けられました（情報弱者）。多くの外国籍住民は、はじめて地震を経験したことによって精神的なショックを受けたり、引き続く余震や停電に大きな不安を感じていることがわかりました。東日本大震災では、停電や原発の問題等も起こっていたため、情報が錯綜しており、難しい日本語を使ったニュースからは、情報を十分に理解できていない様子でした。インターネットや知人を通じて母語や英語で情報を得ている人々もいましたが、一部の極端な海外メディアの報道の影響で、必要以上の恐怖を覚え、どの情報を信じていいのか困惑していました。また、テレビやインターネットから情報を得られない人々にとっては、伝わっている情報が非常に限られていることもわかりました。文化的な差異から、避難所に行きづらく、家を失った場合でも半壊した友人宅を頼るなどしたため、必要な支援から疎外される状況もありました。

⑧　在留資格や法的手続きに関すること

　　東日本大震災は、「日本人の配偶者等」「定住者」の在留資格を保持している人が多く、人口が少ない地縁・血縁など地域のつながりが強いエリアでの事態であったので、以下の事例のような問題が多発することはありませんでした。しかし、都市部で起こった場合を想定すると、外国籍住民が直面する以下の課題を支援関係者が把握し、対応できる体制を整える必要があります。

事例（一部）

　・配偶者が死亡、離婚で在留資格が更新できなくなる。

　・一時帰国する場合、再入国許可を取得する必要があるなど特別な情報提供が必要。

　・非正規滞在者で、在留カード（2012年７月から）を保持していないケース。（たとえば、難民申請者の中には在留資格を保持していない人もおり、身分を証明することが難しい。）

	


【処方箋－３】外国籍住民の地域での位置づけを見直す

　外国籍住民を一様に「要援護者」としてとらえるのではなく、むしろ地域の担い手の一人として考える視点を持って、防災・減災への備えへの参画を促すような仕組みづくりが必要です。特別な行政組織を設置する事が難しい場合、広域的な取組みとして、あるいは大学や専門性のある民間団体（ＮＧＯ／ＮＰＯ含む）と連携しながら、災害時のセーフティネットを構築し、在住外国人をはじめ関係者に周知すべきです。

【処方箋－４】安否確認の体制をつくる

　平時から外国籍住民が孤立しないよう、ネットワークを構築し、緊急時に安否確認ができる仕組みを作ることが重要です。

　同胞であったとしても、横のネットワークが薄いケースや、同胞内で閉じたコミュニティもあります。各コミュニティのキーパーソンと、地域の国際交流協会や日本語教室など外国籍住民と関わるハブであるアクターが平時から繋がることで、災害時の安否確認が迅速に進みます。「災害要援護者」の一つの属性である外国人対応についての作業を防災計画や活動マニュアルに位置づけ、進行には行政の所管の部局が責任をもって当たる事が望まれます。

【処方箋－５】在留資格や法的手続き等に関する情報発信や相談窓口の設置を行う

　言語や情報伝達ルートの違いから外国籍住民は「情報弱者」に陥りやすい可能性があります。多言語での情報発信に加え、一方的な発信に留まらず、多言語で相談できる外国人専用窓口を設置することが望ましいと考えます。その窓口に寄せられた問題の対応には弁護士や経験のある専門団体（ＮＧＯ／ＮＰＯ）などの助言者があたるようにしておくことが必要です。

　また、そのような窓口設置を災害時の計画やマニュアルに位置づけ、担当組織（国際交流協会、民間の専門組織など）を明確にし、地域に住む外国人への情報を平時に行っておく事が、緊急時への対応としては重要です。

　特に日本で子育てをしている外国人女性たちにとっては“母親”として地域の情報に接することが多くなります。彼女たちに、“母親”としてだけではなく、女性として、外国人として得られる社会資源（相談窓口や情報提供出来る組織・機関）について周知するためには、保育園・幼稚園・学校などを通した情報提供が平時にも行われる様、関係諸機関、責任者・担当者への要請を行うことが、緊急時に備えて必要です。

	

	【問題提起】

見えなかった被災性的マイノリティ

　災害は、平時から不利な立場に置かれたり周縁化されている人たちの脆弱性を高めます。「災害弱者」や「要援護者」として、高齢者や障害のある人、外国人や妊産婦が認識されているほか、男女それぞれに異なる配慮や支援の仕組みが必要と指摘されています。そして、災害時に特有のニーズを持つ集団として「性的マイノリティ」がいます。これまで性的マイノリティが災害の文脈でとらえられたことは、日本にとどまらず、国際的にもほとんどありませんでした。

　「性的マイノリティ」とは、恋愛や性愛の対象が同性であるレズビアン（女性同性愛者）やゲイ（男性同性愛者）、相手の性別に関わらず恋愛や性愛の対象とするバイセクシュアル、生まれつきの身体の性と本人の性別に関する認識が一致しない性同一性障害の人を含むトランスジェンダー、染色体や生殖線もしくは解剖学的に性の発達が先天的に非典型的であるインターセックスの人たちのことです。性的指向・性別自認は生まれつきのもので、恋愛や性愛の対象が異性である人、生まれつきの身体の性と本人の性別に関する認識が一致する人の方が多いために「マイノリティ」と捉えられています。

⑨　存在そのものと直面する困難の不可視化

　　東日本大震災では、性的マイノリティ被災者の声はほとんど聞かれませんでした。被災した地域に性的マイノリティが存在しないのではありません。性的マイノリティは、国や地域に関わらず、社会の４～10％いると考えられています。しかし、性的マイノリティに対する偏見や差別の強いところでは、偏見により家族や友人を失うことや、差別により暴力に遭ったり、仕事や住む場所を失うことを恐れて（避けるために）性的マイノリティが自分自身について周囲に明らかにしないことが少なくありません。結果的に、「いない」「見えない」存在になりがちです。

　　性的マイノリティの中には、本当は自分自身について周囲に打ち明け、受容してもらいたいと望みながら、家族や友人、同僚との会話や、性的マイノリティを嘲笑の対象としがちなメディアに日常的にふれ、現実的にはそうできないと感じている人が多くいます。「家族を驚かせたくない」「きっと理解されない」「死ぬまで自分さえ我慢して隠し通せば、みんな幸せなはず」といったことも聞かれました。

　　不安や恐怖を感じずにありのままの自分でいること、その姿を周囲に認められることは基本的人権のひとつです。日本社会では、災害以前から、性的マイノリティにはこの基本的人権が実質的に認められておらず、災害時もこの状況が続いたために、被災性的マイノリティの声は極めて聞こえにくくなりました。

⑩　衛生へのアクセスの困難と健康の悪化

　　災害により医療体制にダメージがあると多くの人が影響を受けます。その中には、ホルモン療法や性別適合手術後の処置が必要なトランスジェンダーの人たちもいます。

　　また、性別表現が曖昧と捉えられ、トイレを含む公的な設備の利用で日常的に「不審者」扱いされた経験を持つトランスジェンダーや「男性的」な服装や振る舞いのレズビアンなどは、避難所の仮設トイレや仮設風呂の利用で平時と同様の扱いを受けたり、そのような経験を避けるためにトイレや風呂の利用を自ら避けるようになります。

　　これらのことや、被災による困難について「心のケア」や「女性相談」などで相談したくても、性的マイノリティは、自分のことを分かってもらえるかどうかという大きな不安と、自分自身についての説明に言葉を尽くさなければならない負担を予想して相談を諦めることが少なくありません。

　　残念ながら、これらの経験は性的マイノリティにとって平時からの日常的な経験です。結果的に、メンタルヘルスの低下という現状があります。災害時には上記のような困難があり、心を含む健康の悪化が平時以上に問題となります。

⑪　男女のカップルを前提とした家族観が突きつける困難

　　仮設住宅の入居や災害弔慰金の受け取りなどは、世帯単位が原則とされています。同性どうしで夫婦のように連れ添っているカップルもいますが、日本ではこのようなカップルは法律上「家族」と認められていません。平時にはパートナーと同居していたカップルが仮設住宅ではできなかったり、災害で大切な連れあいを喪っても、災害弔慰金などは受け取れないことになります。病院の面会についても、原則として家族に限られるため、災害でパートナーが負傷したり命の危険にあっても、面会を拒否される可能性が常に存在します。アメリカ同時多発テロでは、パートナーを亡くした人には弔慰金が支払われました。しかし、当初、これに同性のカップルは含まれておらず、性的マイノリティたちの訴えによって制度が変更されたということもありました。

　　男女のカップルであれば、このようなことはありません。性的マイノリティが直面する特有の困難といえます。

	


【処方箋－６】「男女別」をつくる際に配慮し多様な家族を尊重する

　避難所で女性用更衣室やトイレをつくることは、とても重要です。同時に、男女別に設置された設備の使用にハードルがある性的マイノリティに配慮し、個別に使える更衣スペースや風呂の利用時間帯を設けたり、ユニバーサルトイレを設置することで、性的マイノリティの災害時の健康悪化を軽減できます。これらは、性的マイノリティ以外に特別な配慮を必要とする人にとっても役に立つものです。

　また、相談に応じる専門家は、平時から性的マイノリティに関する研修などを通じて、声を上げにくい被災者の相談に応じられるよう準備しておくことも、性的マイノリティである被災者の健康につながります。相談室の入り口の張り紙に、どのような相談に応じられるかを列挙し、そのひとつとして小さい文字で構わないので「性的マイノリティの方も、安心してご相談ください」と明記することも有効です。性的マイノリティの相談だけを全面に打ち出すと、自分を隠しながら生活している性的マイノリティにとっては、相談に行くことで自分のことが周囲に明らかになってしまう恐怖から、かえって相談しづらくなることもあります。

　同性どうしのカップルが、災害時に家族として扱われない不公正を是正するには、異性愛に基づくさまざまな前提の見直しが必要です。家族のかたちは多様です。社会的にも法的にも、その多様性のひとつとして、同性カップルを認めることが求められます。

【処方箋－７】地域の性的マイノリティ団体と連携して防災マニュアルをつくる

　災害時、性的マイノリティはさまざまな場面で特有のニーズを有しています。同時に、自分自身について明らかにしていない性的マイノリティのプライバシーへの最大限の配慮が欠かせません。性的マイノリティを取り巻く微妙に異なる地域毎の状況への配慮を欠かすことなく、災害時の性的マイノリティのニーズに応えるには、それぞれの地域で活動する性的マイノリティ当事者や支援者の団体と連携することが有効です。具体的な対応策を議論・検討し、防災マニュアルに反映していくことで、災害時の性的マイノリティのニーズにより適切に対応できるようになります。

【処方箋－８】排除しない、平時からのまちづくりを実践する

　性的マイノリティは、私たちの身近に存在します。東日本大震災の被災者や支援者の中にも確かにいます。岩手県では、被災女性と支援女性150人に性的指向を尋ねたところ、５％が同性愛あるいは両性愛と回答した調査があります。

　不可視化された現状から、その声がきちんと吸い上げられるようにするためには、ひとりひとりが性的マイノリティについて知り、基本的人権の問題のひとつとしての認識を持つことが必要です。第３次男女共同参画基本計画や自殺総合対策大綱をはじめとする国内の政策に明示された問題であり、国際的にも、国連や各国で性的マイノリティの人権保障が進んでいます。

　災害時の性的マイノリティの困難を軽減するためには、平時からの意識改革と、連携に基づく具体的な対応策の検討からスタートする必要があります。誰も排除しないまちづくりを日頃から行うことこそ、災害に強いまちづくりにつながります。

  8.　被災下の雇用不安と女性　

	

	【問題提起】
　東日本大震災は、被災地を中心とする女性の雇用不安を増幅させました。震災を理由にしたパートや非常勤公務員の女性の雇い止めに始まり、被災下での家庭と仕事の両立の難しさ、被災地での女性のための雇用創出の遅れと、男性を大きく上回る就職難や失業手当の受給率の高さが問題になりました。そして、雇用創出をめざした被災地での起業でも、女性固有の困難が立ちはだかっています。女性は男性の経済力に依存していればなんとかなるという、従来からの日本社会の暗黙の前提にとらわれない雇用再建が、被災下では求められているのです。また、ここでは女性を中心に問題提起を行っていますが、被災下の女性雇用の問題点の背景には「家族を扶養する男性健常者」のみを視野に入れた雇用再建が先行しがちな政策があります。以下の問題提起と対策は、性的マイノリティの人々や、障害者にも共通する課題として考えることが、問題解決には不可欠です。

①　非正規雇用が多数派になった状況下での雇い止めへの対応の必要性

　　震災直後、原発事故による放射能汚染の影響を被った福島県郡山市の非常勤保育士からは、震災と原発事故への不安から避難しているうちに３月末の雇用期限が来てしまい、十分な労使交渉もできないまま雇用契約が更新されなかったという訴えがありました。１年契約であるため、たまたま契約更新時に災害が発生すると極めて簡単に仕事を打ち切られることを、この事例は示しています。

　　働く女性の非正規率は、いまや54％と半数を超え、例外どころか多数派となっています。被災地外でも、こうした非正規の女性たちの解雇が広がり、労組などによるホットラインにも、「震災でこれから景気が悪化するかもしれないから」として、仕事はあるのに契約を打ち切られる女性たちの訴えが少なからず寄せられました。しかし、これらの電話相談に参加した弁護士らによると、労使交渉にまで踏み切る例は少ないとのことで、多くは「聞いてもらっただけでありがたかった」と電話を切ってしまうそうです。震災で家族が揺れ動いている時に、家族のケア責任を持つ女性は労使交渉に踏み切る余力がないままあきらめてしまう可能性があるとみられています。

　　夫の経済力に依存する中途半端な働き手といった目で見られてきた女性は、生活がかかっている場合でも、会社と争うところまで踏ん張りにくいのが現実です。争議にならなければ、マスメディアも取り上げません。女性の解雇が、大災害の下で、「養ってくれる夫や親がいる女性が切られるのはしかたない」という偏見の下にもぐってしまっている状況がうかがえます。

　　無期雇用の正社員が多数派だった時代とは異なる働き手への支援が問われること、加えて、家族のケアという第二の仕事を負わされている女性にとっては労使交渉さえ負担になってしまう状況にどう対応するかが問われています。

②　肉体労働以外の仕事が発生しにくい中での働き手と雇用内容のミスマッチ

　　企業が津波などで壊滅した被災地では、避難所や仮設住宅の女性被災者から、「心のケアより仕事がほしい」との声も上がっていました。６月に宮城県で出会った40代の女性は被災前、自営業の両親と同居して、家業を手伝っていましたが、津波で両親は行方がわからなくなり、女性自身も瓦礫の中から救い出されて避難所に入りました。その後、避難所から仮設住宅に移ることはできましたが、避難所と異なり、自力で生活費を稼がなければならず、仕事を探そうとハローワークに出向いたところ、建設関係やがれきの片付けなどの男性を対象にした肉体労働ばかりだったことで衝撃を受けたとのことでした。被災直後には、復興へ向けた建設関係の仕事は増えますが、こうした仕事に女性は吸収されにくい状況があります。一方、女性の主な働き場所だった水産加工場や観光産業の多くが津波で流され、女性の仕事は大幅に失われていたことが、「求人ゼロ」につながっています。

　　関西大学の永松伸吾准教授は、1923年の関東大震災でも、復興のための土木作業員には大量の需要が発生する一方で、「知識階級労働者や工場労働者、職業婦人」の失業が深刻化したことを指摘しています。こうした災害時特有のミスマッチの中で、「女性は男性に食べさせてもらえばいい」との通念が独り歩きすれば、女性の貧困化を避けることはできません。2011年11月30日付の朝日新聞は、被災地での女性の就職難の深刻さを指摘し、家族の世話で長時間働けないことが仕事の選択の幅を狭めていること、夫が仕事探しのため数少ない車を使ってしまうため、仕事探しに出られないことなどを理由として挙げています。

　　厚生労働省が発表した岩手・宮城・福島の男女別失業手当受給者は、被災前の同年２月は男女でさほど差はありませんでした。ところが震災後は、ピークの６月には女性が男性より約１万人多い４万５千人に達し、2012年２月時点でも、男性が約２万４千人で前年同月の1.7倍なのに対し、女性は約３万４千人で2.3倍と、女性に厳しい状況が続いていました。失業率がピークとなった2011年６月には、被災による家具の修理などで貯金を使い果たし、仕事も見つからず、求人のあった東京に出向いたら売春をさせられたという報道までありました。女性の雇用の不足は表面化しにくく、風俗などの劣悪雇用にもぐってしまいがちなことを意識した雇用対策が必要です。

③　「ケアの提供者」としての負担への考慮の欠如

　　女性は、家事・育児などの無償のケア提供者とされていますが、被災下では、こうした見えない労働への配慮が平時以上に欠落し、女性の負担を倍増させがちです。福島県郡山市内の大手電機メーカー系企業で働く50代の女性は、故郷の町が原発事故で警戒区域になり、町内の介護施設から実母と親戚の高齢者が彼女の家に避難してきました。フルタイムの仕事に、二人の高齢者の介護が加わり、疲れ果てても、「厳しい時だから女性の奉仕は当然」とされ、声を届ける場がなかったと話していました。ハローワークや保健師など公務分野の女性たちからは、被災者のために出勤しようとすると、義母などから「嫁が家族を放置して仕事に行くのか」と言われる苦しさを訴える声も寄せられました。ですが、こうした悩みも、「被災下で頑張る公務員」のイメージの前に、表に出ることはほとんどありません。特に、福島県のような原発事故による被害をこうむった地域では、子どもを自主避難させざるをえず、これが早期退職につながったり、子どもを避難させたくても、公務への使命感から踏みとどまらざるを得なかったりといった女性の事例が多数報告されています。

　　また震災で妻を失った父子家庭の父親も、母を失った子どものケアに時間を取られ、平時のようには働けず、貧困化する例も出ています。ワーク・ライフ・バランスは、平時のものだけではなく、災害時こそ生活再建と労働を折り合わせるための工夫が問われます。

④　緊急雇用や起業支援を生かすノウハウの不足

　　2012年に成立した改正労働者派遣法からは不安定な登録型派遣などを禁止する条項が削除されましたが、理由のひとつとして、「若者や女性、被災者のために雇用の規制強化は難しい」との声も出ており、不安定でも低賃金でも雇用さえあればいいという姿勢があからさまとなりました。そんな雇用創出策が目立つ中で期待を集めているのが、地元での起業ですが、そのための緊急雇用創出基金の利用にも、女性固有の壁がありました。

　　女性は会社の運営や書類作りになれていないうえ、「カネ」にまつわる情報は、男性のネットワークを中心に回ることが多くありました。このため、どんな資金があるのかわからなかったり、情報を得ても申請が遅れたりする例が少なくありません。財政削減を理由にした公務員削減で、自治体にはこうした相談に乗る余裕もありません。東京都は、技術系職員の不足を補うため、公務員ＯＢのボランティアを募りましたが、女性の起業の後押しのため、書類申請の相談に乗る公務ボランティアなど、ハードだけでなくソフト面での支援のできるボランティアが必要です。

　　宮城県南三陸町では、介護の職業訓練を受けたものの、これを仕事につなげる気はないという女性たちもいました。漁業の仕事に慣れているので、介護を事業とするには及び腰になってしまうという声や、家庭に介護している高齢者がいて夕食の支度などが必要なため、働く時間が不規則な仕事は難しいという声もありました。

　　復興資金は、中央資本の建設関係にばかり流れがちです。「建設関係の人々に弁当を売る企業を女性の手で始めるなど、女性にもお金が流れて来る手立てでも考えないと、復興後の男女の経済格差はこれまで以上に広がりかねない」という声は被災地の女性支援のグループからもしばしば聞かれるものです。復興資金が、被災地の経済弱者の自立に流れる仕組みづくりを意識的に行うことは、真の生活再建に不可欠です。

⑤　多様な職業訓練の必要性

　　職業訓練の充実による仕事の再興は大切ですが、訓練の民営化が進む中で、訓練のための設備投資が少なくてすむパソコン技能や、介護などが多くみられます。

　　介護は、それまでの仕事の経験やライフスタイルによって、向き不向きがあり、必ずしも雇用には結び付きません。また、パソコンは手芸品や海産物販売のためのインターネットショップなど、多様な事業の基礎となることができますが、手軽な初歩の訓練で済ませるのでなく、仕事にインターネット販売のためのホームページの立ち上げなど、使用目的に沿った助言を、身近で指南してくれる助言者こそが必要な分野です。こうした企業や雇用に役立つ支援サービスに資金が回ってこそ、訓練が役に立つものとなるのです。

⑥　公共サービスの再建

　　これまでの問題提起を通じてみてとれるのは、公共サービスの急速な削減の中で大震災が起き、住民支援の仕組みの手薄さが、復興を妨げているという事実です。財政難を理由に公共サービスの削減を続けてきた現在の政策のあり方が問われています。必要な公共サービスを再建し、必要性に見合った無期雇用の公務員の確保や災害時の支援、より専門性の高いサービスを行えるＮＰＯの充実といった公共サービスの担い手の確保が必要であることが、今回の震災で浮かび上がってきました。

	


【処方箋－１】災害時を含めた非正規雇用の働き手への支援体制を強化する

　震災では、不安定で立場の弱い有期雇用の働き方が雇用不安を一段と高め、失業者を増やすことになります。そうした働き方が多数を占めている現在、地域労組や非正規専門のユニオンとの連携や、こうした相談組織への大手労組からの金銭面も含めた支援を平時から強化し、これらの労組とともに、被災時の非正規労働者、女性、障害者、性的マイノリティへの対応を、主要課題として協議する必要があります。

【処方箋－２】ジェンダー雇用統計を整備する

　男女別の雇用統計など、ジェンダーによる格差がわかる調査の平時からの実施が必要です。東日本大震災では、当初、こうした統計が公表されず、東日本大震災女性支援ネットワークが厚生労働省に働きかけ、男女別雇用率などが公表されるようになりました。こうした統計によって、はじめて女性の就労の不備が明らかになり、マスメディアで取り上げられるようになってきました。

【処方箋－３】「被災下のワーク・ライフ・バランス」を確保する

　被災して十分に出勤できない働き手を考慮した企業の短時間労働への配慮や一時的な託児・託老所の設置などを、地域の防災計画に入れ込む必要があります。また、公務に携わる人々が住民支援に十分力を発揮できる子どもや高齢者介護の支援も考慮に入れる必要があります。たとえば、2012年版男女共同参画白書は、東日本大震災で派遣された女性自衛官のうち、子どもがいる女性たちのために、駐屯地に一時的な託児所を設けたことを紹介しています。このような働き手が抱えるケア労働の支援措置を念頭に置いた支援計画を立てることが重要です。

【処方箋－４】緊急雇用など政府の雇用支援策を活用できる書類作成ボランティアを導入する

　東日本大震災を受け岩手県では、藤原りつさんら県職員ＯＧ、ＯＢが、「大津波にもまけず頑張る母ちゃん！　応援隊」を立ち上げ、農林水産部門の女性たちの起業のための公的補助の情報提供や、申請書類の作成を支えました。財政削減と公務員バッシング、人員削減が進み、そこに被災者が押し寄せた自治体では、こうした補助への情報提供や申請書類作成を助言する余力は失われていました。藤原さんらの元県職員としての助言は不可欠でした。

　宮城県では、仙台市の沿岸部で被災した庄司恵子さんが、企業が発注するアクセサリーの自宅での製造や、手芸小物の製造・販売の元締めとなり、近隣の被災女性たちの収入源としています。ですが、女性たちには会社経営のノウハウがありません。女性支援ネットでは、被災地のある女性支援団体の要望を受け、北海道の起業支援ＮＰＯとつなぎました。会社として維持・発展させていくためのノウハウを助言するＮＰＯの設立・支援と、これらを自治体とつないでいく措置が必要です。

【処方箋－５】多様な職業訓練を実施する

　職業訓練のメニューの少なさと、量の少なさは、東日本大震災前から課題となっており、震災からの復興では、こうした欠陥があらわになりました。パソコンや介護などだけでなく、希望する女性にはクレーン車の訓練を施し、がれき排除の緊急雇用に従事できるようにするなど、機材を使った訓練には、民間が負担しきれない公的設備投資が必要です。「民力」に頼るだけでなく、公的職業訓練を各自治体が地域に見合った形で充実できるような提言を、労働組合がハローワーク職員の労組、女性・障害者団体などの実情を知る組織から情報を集めつつ行っていく必要があります。

【処方箋－６】災害時に必要な公共サービスの青写真をつくる

　東日本大震災で明らかになった公共サービスの不足を、住民にもっと知ってもらう活動が必要です。そのための調査活動、これを基礎にした防災計画への提言、住民・災害支援グループとの対話を強め、公共サービスについて、働く側と住民との合意形成の場を作っていく必要があります。公務員の震災トラウマを問う識者の活動が目立ちますが、このような活動を幅広く組織することで、平時の公共サービスの衰退にも歯止めをかけられれば、日々の生活弱者の支援も強めることができます。

  9.　被災者支援と世帯主主義問題　

	

	【問題提起】
　災害被災者の支援金制度が世帯主に支給される制度となっているため、さまざまな矛盾が露呈しています。被災者生活再建支援法は被災した世帯主に支給される支援金のため、世帯主になりにくい女性にとって不利となっています。また災害弔慰金制度も生計維持者であったかどうかで支給額が異なります。こうした制度を援用して運用される義援金制度にも矛盾が起こります。災害支援における世帯主主義は、被災者のニーズを聞き取るときにも起こります。

①　被災者生活再建支援法の世帯主主義

　　「被災者生活再建支援法」の第三条には「都道府県は、当該都道府県の区域内において被災世帯となった世帯の世帯主に対し、当該世帯主の申請に基づき、被災者生活再建支援金（以下「支援金」という。）の支給を行うものとする」となっています。東日本大震災では、被災者生活再建支援制度は被災世帯の「世帯主」に支給されることとなり、複数世帯の全壊世帯には基礎支援金100万円、加算支援金（建設・購入200万円、補修100万円、賃借50万円）等の支援金が支給されることとなりました。2012年11月20日現在、約17万5,000世帯が基礎支援金を受給しています（朝日新聞2013年１月７日）。世帯主に支給されるため、被災時には三世帯が同居していたが、その後世帯が分かれたり、別居や離婚した夫婦などでこの支援金が入らず生活再建に支障をきたしている事例が見受けられます。この被災者生活再建支援法はそもそも生活再建のための法律として議員立法でできたものですが、その後住宅再建により比重がかかっているとはいえ、こうした運用がよいのか疑問があります。

　　国勢調査によると約80％の世帯では男性が世帯主です。世帯全体にこの支援金がゆきわたることが前提だがそうはなっていない例もあることが相談事例でわかっています。

　　「津波で家が流された。義援金は父がすべてとってしまった。不服申し立てをしたがとりあってもらえなかった。生活再建支援金も６月ごろ申請したが父が妹と３人分を取ってしまった。父は２、３カ所も家をもっているのに、自分は住むところもない。世帯単位になっているのがおかしい」という事例もあります（しんぐるまざあず・ふぉーらむが行ったパープルホットラインの相談例）。また河北新報2012年１月29日の記事「失望／実質２世帯　制度の壁／支援金支給　一方のみ」でも、直前に仙台市で三世代同居したために義援金も被災者生活再建支援金も１世帯分しか支給されず、その後世帯が分かれて別々に暮らすようになっても支援金が入らないために生活が苦しいという実情が訴えられています。

②　災害弔慰金制度について

　　災害弔慰金は災害で死亡した遺族に弔慰金が支給されるもので、死亡者が災害弔慰金を受給するものの生計を主として維持していた場合に500万円、そのほかの場合は250万円と半額になります。夫が津波で亡くなり、妻が弔慰金を受給する場合、妻の年収が給与年収で103万円を超えると夫に扶養されていたとみなされず、支給される災害弔慰金は250万円となるのです。「災害弔慰金支給法」施行令の第一条の二で定められています。この103万円という限度額はこれ以上働くと夫に配偶者控除の対象外となり妻も課税される額と同じです。同じ遺族でありながら、遺された妻と共稼ぎだったら専業主婦だった場合より弔慰金が半額になることになります。他方、妻の死亡に対する夫への弔慰金はほとんどが250万円となってしまうことになります。妻が主たる生計維持者ではない場合が多いからですが、妻が亡くなったことで家事育児も十分に担えずさまざまな困難が父子世帯に押し寄せています。

③　義援金制度の矛盾

義援金制度は自治体ごとに異なりますが、支給対象は死亡・行方不明になった人の遺族、あるいは全壊・半壊世帯の世帯主となっている例が多く見受けられます。このため世帯主に義援金が入っても、家族の中でこの支援の恩恵を受けられない方がいます。

④　被災者台帳の世帯主主義

そもそも被災者台帳が世帯単位であることも問題です。被災者のニーズを聞き取るときにも世帯主だけに聞くことで、被災地域の問題が把握できるとは思えません。むしろ世帯主以外の人のニーズを取りこぼしてしまうこともあるでしょう。東日本大震災でも多くの自治体の調査は世帯主に行われていますが、中には福島県葛尾村の住民意向調査のように、調査対象を「15歳以上の全村民（中学生は除く）」としているところもあります。（http://www.reconstruction.go.jp/topics/20121016_sokuhou_katurao.pdf）

⑤　種々の実態調査、生活再建等意向調査等における調査対象

　　自治体及び様々な実施主体による被災者の生活実態や生活再建等の意向調査がありますが、対象者の大半は世帯主であり、妻やその他の世帯員の意識や要求が反映されない結果となっています。こうした調査においては注意深く調査対象を設定し、世帯構成員の意向の相違といった複雑な事情をも考慮して、支援方策に反映させる必要があります。

	


【処方箋－１】被災者支援の世帯主主義を改める

①　被災者生活再建支援法の被災世帯主主義を改める

　　そもそもこの法律は災害時の被災者個人に対する公的支援がなかった日本において、阪神・淡路大震災の被災者の粘り強い運動によって議員立法で1998年に成立した画期的なものです。しかし、当初からの欠陥であった世帯主要件は改められないままです。そこで被災世帯主主義を改めるため、被災者生活再建支援法の三条を改正することが必要です。また改正においては、この法律が住宅再建の支援の要素と生活再建の要素があることを考慮することが大切です。

②　災害弔慰金制度の主たる生計維持者規定を改める

　　災害弔慰金制度の主たる生計維持者に500万円、それ以外の場合に250万円という規定は災害弔慰金支給等に関する法律施行令第一条の二に定められています。主たる生計維持者以外の人に対する支給額の減額による不公平や、支給額の格差によって生じる問題を解消するために施行令を改正する必要があるでしょう。

③　義捐金の支給を個人単位に改める

　　義援金の配分については各自治体によっています。2013年に入ってからも第４次配分が行われている自治体もあります。この配布についても世帯主に義援金が交付されることで不利益を被ることがないような配分が求められます。

④　被災者台帳を個人単位に

　　自治体ごとにつくる被災者台帳を世帯単位にも個人単位にも記入できるように改めることも必要です。阪神・淡路大震災後、西宮市で開発された「被災者支援システム」は個人単位でも世帯単位でも対応可能です。個人単位の支援を可能とするために、個人を単位にした被災者台帳が必要です。

⑤　被災者支援にかかわる意向調査等では、家族構成員の意識・要求を配慮して行う

　　支援対策を実施する根拠となる意向調査等について、世帯主（主に男性）だけを対象とせず、配偶者（妻）を含め、高齢者や若者、必要に応じて子どもをも対象とし、世帯主の意向だけに偏らない対策を作成することは重要です。そのことは、被災地の復興まちづくりをより住民のニーズに合う、豊かな内容にします。

 10.　防災・避難・復興計画・運営に女性・多様な人々の参画を　

	

	【問題提起】
　日本は女性の責任ある立場、意思決定の場への参画が非常に低調です。2009年までジェンダーの国際評価として定着していた国連開発計画（ＵＮＤＰ）のジェンダーエンパワメント指標では57位。これはこの統計指標が用いられた1994年の27位から次第に順位を落とした結果でもあります。特に保健や教育の分野では高い達成率をみているにもかかわらず、国会議員男女比や経済活動の男女差がこの結果を招いています。世界の経済人を中心にした世界経済フォーラムのジェンダー評価は101位。社会の不公正な構造と慣習により、女性の意思決定の場への参画が遅れていることが統計上も明らかになっています。これは防災、復興という分野でも違いありません。

①　地域防災会議における女性参画の低さ

　　防災は、なかでも女性の参画は少ない分野です。その背景には３つあります。１つ目は理系分野の専門家の少なさ、２つ目として市民団体として行政のパートナーが自治会や町会などに限られており、その団体の持つ固定的な役割観（町会長は男性が慣習化等）がそのまま市民参加の場に反映されていること、３つ目は市民が日常に行う防災活動の内容が固定的であり、機材管理や運用のスキルと責任は男性、女性は補佐的な役割と炊き出し役が繰り返されてきたことが挙げられます。

②　避難所の運営への女性の参画

　　災害時においては初動で一層参画がむずかしい状況となります。被災状況が厳しい程、情報の少なさと人々の不安が増します。直後から備蓄品や必要な物品、スペースなどの取り合いになることもあります。

　　国の通達・通知などあっても、現場で反映されるためには相当の構造が関係者のなかに定着していなければなりません。現実に東日本大震災の際には内閣府男女共同参画局が自治体に向けて迅速に通知や要請をだしていますが、被災地の避難所や地域団体にその事が周知されるための方策は不在でした。

　　一旦男性のリーダーシップが発揮されたり、女性に炊き出しの役割が割り振られた後に役割の交代や配分を検討する事は、困難であったと言われています。それが長期化する避難生活を疲弊させ、特に無償労働を提供している女性にいつまでもその負担がのしかかることになりました。ガレキのかたづけには日当が付いても、早朝から夜まで炊き出しをはじめ避難所の生活を支える女性たちの活動に手当がつくことはほとんどなく、女性たちに被災の負担以外にコミュニティの維持の負担がかかっていました。

③　復興プロセスでも女性の参画は大変に低い

　　政府から「避難生活における女性のニーズの通知、運営への参画」（2011年３月17日）、「女性の視点や女性の雇用」（同年５月９日）について通知が迅速に発出されているにもかかわらず、東日本大震災後に設置された被災地の復興会議に女性が参画することは難しいものとなりました。国や県、市町村どのレベルでも女性の参画は非常に低調なものとなっています。

④　ジェンダー・多様性の視点を持った人材をつなぐ機能

　　防災・復興にかかわる委員会等で女性の参画を、という要請があっても、防災を担当する部署では、そのような「人材が見あたらない」ということもあります。自治体の男女共同参画を担当する部署、あるいは男女共同参画センターでは、学習や委員会、様々な事業で人権や男女共同参画に関する地域の女性たちが参加する機会をもっていますが、防災分野に女性たちがつながる機会にはなっていません。

	


【処方箋－１】意思決定への参画の質を高める

　参画というのは、会議の場所に座っていればよいのではありません。1969年に発表されたアメリカの社会学者アーンステイン（Sherry R.Arnstein）の「参加のはしご」は、参画の質を問うものとして日本にも広く紹介されました。形式的な参加や不満の解消としての参加は本来の参加ではないとされ、情報を受け意見を求められたとしても、それが行政または権力の側が選択した情報のみであったり、都合のいい部分だけの採択であったりする場合は参加の質としては低いものとされています。「参画の質」を高める事が参画を活性化し効果をあげます。日本の現実では、市民参加の場のコントロール権は行政側にあることが多いのですが、防災計画や復興計画、避難所の運営に多様な市民が主体的に参加できるように、すべての政策決定プロセスで、参画の質を見直すことが必要です。


	

	参考：参加のはしご

市民の権利としての参加

住民のコントロール

事業の企画、運営、評価を住民が主導的に決定し、責任をもつ（自治権をもつ）

権限委譲

住民により大きな決定権がある（住民の意思がより尊重される）

パートナーシップ

責任と決定権を住民と行政または権力が共有する

形式的参加

懐柔

市民の意見が行政の判断で一部採用される（容易な、都合の良いもののみ）

相談

市民が情報を与えられ、意見を求められる（その反映は不明）

お知らせ

行政または権力が一方的に情報提供する

非参加
気休め

ガス抜き、不満の解消のための参加

あやつり

既に決定されたことを周知するための参加、市民の存在を利用するためだけのアリバイづくり

(註)　世古一穂『協働のデザイン』2001より作成

	


【処方箋－２】被災時の女性の参画を進めリーダーシップをとれるようにする

　被災後のさまざまな段階で男女共同参画の視点をもった女性の参画がかかせないことは、避難所について示されている通りです。実際に“女性”がそこにいるだけでも、違いがある事は確かです。ただし、女性自身を守り、様々な立場の人々のニーズを知る可能性を広げ、持続可能なコミュニティの運営に効果のある参画とするためには、女性自身が「男女共同参画の視点」を持ち、困難な状況の中で判断出来るだけではなく、複数の人々がその必要を理解し協働する事が必要です。「みんな困っているんだから、我慢してください」「今は男性女性と言っている場合ではありません」という声に屈することなく、女性のニーズや多様な立場に対する配慮を求めるためには、女性自身だけでなくすべての市民が、男女共同参画の視点や女性への暴力について基本的な理解をしておく事が必要です。そのためには日常から男女共同参画の学習の場をもつことが大切です。また、以下の処方箋３、４のような経験があることが、問題を未然に防いだり、被害を最小限におさえたりするために必須です。

【処方箋－３】地域の防災活動のリーダーに女性がなる

　防災活動はどんな地域でも行われている事です。それ自体を形骸化させず、被災時に役に立つ知識・スキル・態度を身につける内容にして行く事が重要です（第２部13.参照）。

　そして男女共同参画は被災時に急に必要になることではなく、日ごろの防災活動の中で実践されて行く必要があります。特に自治会・町会等、慣習的に男性の主導が恒常化している団体においては、少なくとも防災に関しては男女のそれぞれのリーダーを決めておく等、参画のスペースを担保しておく事が重要です。また防災訓練の際にも“炊き出し”が自動的に女性の役割になるのではなく、時には男性だけが炊き出しを行ったり、女性が資材管理や運用について責任を持つ立場を経験しておく事が、いざというときの実践力につながります。

【処方箋－４】防災計画、復興計画等の委員会での女性の位置づけを明記する

　理念としての男女共同参画だけではなく、具体的に女性の参画を進めるために効果的な準備をすすめる必要があります。現実には次頁の表にあるように東日本大震災の被災地の復興に参画する女性たちは大変少数であり、いても１～２名のところも多く、ゼロ参加の市町村も９となっています。処方箋２、３を実施しやすくするためにも、被災の混乱の中で女性のニーズや安全への配慮の優先順位を担保するために、防災計画、避難所運営マニュアルに、女性の参画についてできるだけ具体的な形で明記されている事が必要です。女性の参画や配慮について行政職員や一部のリーダーが気づいた時に、原則を示し、対立を回避する事になります。また、女性リーダーの設置や防災・避難所運営・復興に関する委員の女性比率を３割以上に設定する等数値目標も盛り込んでおくことでより成果に繋げる事が可能となるでしょう。

	

	参考：東日本大震災・被災３県自治体の復興計画策定委員会への女性の参画

市 町 村

人数（女性）

市 町 村

人数（女性）

市 町 村

人数（女性）

岩　手　県

宮　城　県

仙台市

16（３）

洋野町

20（１）

気仙沼市

13（０）

名取市

22（２）

野田村

25（３）

南三陸町

 9（０）

岩沼市

12（３）

普代村

14（０）

山元町

10（３）

亘理町

18（３）

田野畑村

12（１）

石巻市

29（４）

山元町

10（３）

岩泉町

18（０）

女川町

12（１）

福　島　県

宮古市

12（３）

東松島市

 6（０）

新地町

15（１）

山田町

12（１）

松島町

16（２）

相馬市

16（０）

大槌町

48（５）

利府町

14（１）

南相馬市

25（５）

釜石市

45（８）

塩竈市

15（０）

広野町

14（３）

大船渡市

28（２）

七ヶ浜町

31（０）

いわき市

 7（０）

陸前高田市

50（４）

多賀城市

15（１）

合計　女性は11％のみ

(註)　復興庁記者発表資料（2012年６月19日）「被災自治体に対する復興の過程における男女共同参画の推進の働きかけについて」（http://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat10/sub-cat10-2/）より作成

	


【処方箋－５】男女共同参画センター・部局が委員会等に人材を推薦していく機能をもつ

　女性の参画について「人材が見当たらない」という声が必ず出てきます。地域で専門家を急に育てる事は出来ませんが、地域の担い手として女性が活躍していない所は無いと言っても良いでしょう。問題は役割と責任を分担する機会がないことです。普段から情報を共有し、主体的な参加を促し、自治体の持つあらゆる分野で女性が経験から力を付けて行く場を提供するのが自治体職員の役割であることを認識しておく必要があります。そして、男女に限らずリーダーの固定化でなく柔軟にさまざまな経験が広がるような仕組みを市民と共につくっていくことが必要です。

　ＲＴでは、さまざまな場で男女共同参画の視点と専門性を持った人材が必要とされることを想定して「リストアップ運動」を行いました。この意思決定の場に参画できる女性の人材をリストアップするという活動は、防災に限らずあらゆる分野における女性の参画に役立つだけではなく、女性たちのネットワークにも貢献するものです。地域の中で女性のリーダーシップを育成し、多分野で活動する女性たちに、男女共同参画の視点を共有する機会をつくるためにも、女性たち自身による「地域版の女性人材リスト」作成が力になると考えます。

　経済活動においても、あたらしいまちづくりにおいても、計画・検討の場への女性の参画がなぜこれほどに困難であるのかは、一つの団体、特定のセクターの問題ではなく、あらゆる経済活動、社会活動における女性のリーダーシップの問題であるからです。日頃の女性参画、とくに責任ある立場を女性たちが経験していくことが、まちを強く、安全にすることにつながります。

【処方箋－６】行政の実務プロセスへの女性の参画を進める（第２部2.、処方箋－３参照）

　「女性の参画」は市民だけのものではありません。行政そのものの体制づくりにも必要です。災害支援の現場において、権限と責任ある立場に女性職員を配置することも必要です。たとえば災害対策本部、また初動の被災状況・被災ニーズ調査は、危険だという理由で女性を派遣しないことが多いのですが、女性ができるだけ早い段階で派遣されることは重要です。

【処方箋－７】多様な立場の人々の参画を実現する（第２部7.参照）

　多様な立場の参画と対応策について考える際にも、男女で異なるニーズがあること、人と状況に応じた多様な対応策が必要であることを理解しておく必要があります。

 11.　防災計画づくりに女性（ジェンダー・多様性）視点を　

	

	【問題提起】

①　自治体の責務として

　　国の防災基本計画では「防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制を確立する必要がある」と明記されていますが、自治体の「地域防災計画」にも反映させるため、地域防災会議への女性と多様な立場の人の参画を進める必要があります。また、関連する領域は多岐にわたるため、十分な議論の場も必要です。これまで、国・自治体の防災政策の決定過程に女性がほとんど参加していないのが日本の現状であり、人口の半分を占める女性の視点や介護・育児を含む暮らしの視点による対策がとられてきたとは言い難い状況です。しかし、2005年以降、国の防災計画では男女双方の視点、女性の参画、女性・子育て家庭へのニーズの配慮、といったことが、防災（地域防災活動を含む）・被災者支援・避難所運営・仮設住宅から復興まで、災害の各段階で記載されるようになりました。これを受けて自治体は具体的な取り組みを進める責務があるといえます。（関連個所の抜粋は章末）

②　災害時でも実効性のある計画なのか

　　「地域防災計画」の内容が、実際の災害対応においてもどれだけ、ジェンダー・多様性の視点を反映できる形になっているかが重要です。

③　自主防災組織育成や市民との連携に女性の参画・多様性の視点があるか

　　災害直後の共助の要となる地域組織で女性が活躍できる環境作りや、専門性やネットワーク力のある女性団体など多様な連携が求められています。

	


【処方箋－１】地方防災会議の女性委員を増やす、危機管理・防災部門に女性担当者を配置する、作業部会等を作って十分に議論する

　国・地方、いずれの防災会議でも委員は男性が大多数を占めますが、組織や部門を代表とするいわゆる宛職で構成されているためです。2012年６月、災害対策基本法が改正され、防災会議の委員に「自主防災組織を代表する者又は、学識経験のある者」を充てることができるようになったので（第15条５項）、女性委員を増やしやすくなりました。内閣府・消防庁から出された運用のための通知には、この新たな項を加えることにより、「男女共同参画の推進及び高齢者や障害者などの多様な主体の参画を促進することとし、地域防災計画及びそれに基づく各種防災対策の充実を図ろうとするものである」、「広く自主防災組織の代表者等や大学教授等の研究者のほか、ボランティアなどのＮＰＯや、女性・高齢者・障害者団体の代表者等を想定している」と明記されています。これを受け、都道府県のみならず市町村でも防災会議条例を変更し、女性委員を増やすところが徐々に増えています。

　しかし、防災会議は年に１、２回程度の開催であり、多岐にわたる課題を十分に議論することは難しく、実際に計画作成の作業を進めるのは自治体職員です。したがって、危機管理・防災部門に女性職員を配置して計画策定にも関与できるようにする、庁内の関連部署の女性職員にも協議に参加してもらう、地域防災会議に女性の視点による対策を協議する特別部会やワーキングチームを設けるといったことも重要です。

　例えば東京都港区は、2012年５月に「港区防災会議港区地域防災計画に女性の視点を反映させる部会」を発足させ、女性の外部専門委員３名と、区の防災・男女共同参画・子育て支援・教育委員会の各担当者で徹底した課題出しを行いました。別途区民に行ったアンケート調査結果も反映する形でまとまった報告書は、「地域防災計画」への反映が進められ、パブリックコメントを経て2013年３月に策定されました。また、高知県高知市では女性職員による「女性の視点による南海地震対策検討委員会」を発足させて検討を行うなど、自治体の意思次第で、工夫は可能です。

【処方箋－２】災害時の関係主体の役割明記、マニュアル策定など

　まず、自治体の体制として、男女共同参画部署や男女共同参画センターの防災・災害時における役割を明記する必要があります。災害時でも相談支援窓口を維持・開設し、避難所の環境改善提案や支援に必要な情報の提供、暴力防止のための啓発と被害者支援、女性の専門家派遣、被災状況をより詳しく把握するための男女別統計の実施など、災害対策本部と連携した取り組みを進めることができるようにしなければなりません。要援護者支援では、高齢者、障害者担当部署はもちろん、男女共同参画や子育て、多文化共生担当部署の役割と関連領域の民間団体との連携も重要です。

　避難所運営についても、男女双方の責任者を置く、女性や多様な人が参画しやすい運営を行うといった方針を明記し、男女別の更衣室・トイレの設置や相談支援など、安全対策など、環境基準や運営上必要な取り組みを盛り込みます（第２部3.参照）。また、この方針にしたがった、避難所ごとのマニュアルの策定と訓練の実施を明記することで、実践性が高まります。さらに避難所マニュアルの作成や内容の点検・訓練は、女性や多様な関係者を含む住民参加で行われることが望ましいといえます。

　その他、国の防災基本計画に記載されている項目は全て取り組みを進める必要があります。

【処方箋－３】自治体職員や災害支援関係者に対する研修を実施する

　災害時にジェンダーの視点がどのように求められるのかについて、自治体の危機管理・防災部署と男女共同参画部署・センター職員はもちろん、各部署横断的な職員研修として、学習機会を設けることも重要です。被災者支援は、あらゆる分野にまたがること、避難所運営の支援にも従事する必要もあることから、部署の垣根を越えた情報共有が求められます。

　特に、2012年度に内閣府男女共同参画局が策定作業を進めた、「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」（2013年５月公表予定）は、自治体向けの指針ですが、自治体以外の関係者にも活用できる内容となっており、有効なツールといえます。

【処方箋－４】地域コミュニティ等での防災計画等の決定過程や地域組織の運営への参画

　災害時の共助の要となる、地域組織（自治会・町内会・自主防災組織）の役員はほとんどが男性です。特に地域の防災計画や備蓄物資の決定、防災訓練などの年間事業の計画や運営を決めるにあたり女性が参画する率は極めて低いのが現実です。男女双方の視点で意思決定や運営が行うことができるよう、自主防災組織の役員への女性の参画を進める必要があります。また自主防災リーダー向け研修での啓発や、女性リーダーの育成も重要です。特に避難所運営組織については必ず女性が参画するように、地域防災計画や避難所運営マニュアル等に明記し、実際の防災訓練もこれに則って進めることが必要であり、障害者、子育て世代、外国人など多様な参加も促します。

	

	参考１

➣　「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」（2013年５月公表予定）

　　（内閣府男女共同参画局）

➣　東日本大震災女性支援ネットワーク「防災計画への提言」「復興計画への提言」

　　http://risetogetherjp.org/?cat=20
➣　『女性の視点からの防災対策のススメ』（大分県生活環境部県民生活男女共同参画課発行）http://www.pref.oita.jp/soshiki/13100/jyosei-bousai.html 
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	参考２

防災基本計画（女性に関わる部分のみ抜粋）

（2012年９月中央防災会議決定）

 第１編　総則 
第３章　防災をめぐる社会構造の変化と対応

○人口の偏在、少子高齢化、グローバリゼーション、情報通信技術の発達等に伴い我が国の社会情勢は大きく変化しつつある。国、公共機関及び地方公共団体は、社会情勢の変化に伴う災害脆弱性の高まりについて十分配慮しつつ防災対策を推進するものとする。とりわけ、次に掲げるような変化については、十分な対応を図ることとする。

（略）

　・地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図るため、地方防災会議の委員への任命など、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制を確立する必要がある。

 第２編　震災対策編 
第１章　災害予防

第３節　国民の防災活動の促進

２　防災知識の普及、訓練

　(４)　防災知識の普及、訓練における災害時要援護者等への配慮

　　　○防災知識の普及、訓練を実施する際、高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦等災害時要援護者に十分配慮し、地域において災害時要援護者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めるものとする。

３　国民の防災活動の環境整備

　(１)　消防団、自主防災組織、自主防犯組織の育成強化

　　　○消防庁及び地方公共団体は、地域における消防防災の中核として重要な役割を果たす消防団の施設・装備・処遇の改善、教育訓練体制の充実、青年層・女性層を始めとした団員の入団促進等消防団の活性化を推進し、その育成を図るものとする。

　　　○地方公共団体は、自主防災組織の育成、強化を図り、消防団とこれらの組織との連携を通じて地域コミュニティの防災体制の充実を図るものとする。また研修の実施等による防災リーダーの育成、多様な世代が参加できるような環境の整備等により、これらの組織の日常化、訓練の実施を促すものとする。その際、女性の参画の促進に努めるものとする。

第２章　災害応急対策

第５節　避難収容活動

２　避難場所

　(２)　避難場所の運営管理

　　　○地方公共団体は、避難場所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、避難場所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難場所の運営に努めるものとする。

３　応急仮設住宅等

　(３)　応急仮設住宅の運営管理

　　　○地方公共団体は、各応急仮設住宅の適切な運営管理を行うものとする。この際、応急仮設住宅における安心・安全の確保、孤立死や引きこもりなどを防止するための心のケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるとともに、女性の参画を推進し、女性を始めとする生活者の意見を反映できるよう配慮するものとする。また、必要に応じて、応急仮設住宅における家庭動物の受入れに配慮するものとする。災害時要援護者の参画を促進するものとする。

第６節　物資の調達、供給活動

　○被災者の生活の維持のため必要な食料、飲料水、燃料、毛布等の生活必需品等を調達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行えるよう、関係機関は、その備蓄する物資・機材の供給に関し、相互に協力するよう努めるとともに、以下に掲げる方針のとおり活動する。なお、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調達に留意するものとする。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、災害時要援護者等のニーズや、男女のニーズの違いに配慮するものとする。

第３章　災害復旧・復興

第１節　地域の復旧・復興の基本方針の決定

　○被災地の復旧・復興は、地方公共団体が主体となって、住民の意向を尊重しつつ協同して計画的に行い、国はそれを支援するものとする。その際、男女共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場・組織に女性の参画を促進するものとする。併せて、障害者、高齢者等の参画を促進するものとする。

第３節　計画的復興の進め方

２　防災まちづくり

　○地方公共団体は、再度災害防止とより快適な都市環境を目指し、住民の安全と環境保全等にも配慮した防災まちづくりを実施するものとする。その際、まちづくりは現在の住民のみならず将来の住民のためのものという理念のもとに、計画作成段階で都市のあるべき姿を明確にし、将来に悔いのないまちづくりを目指すこととし、住民の理解を求めるよう努めるものとする。併せて、障害者、高齢者、女性等の意見が反映されるよう、環境整備に努めるものとする。

抜粋：池田恵子

	


 12.　災害支援・復興の国際基準におけるジェンダー・多様性の視点

　　　 ― スフィア基準 ― 
	

	　海外の災害や復興の支援には、支援活動で満たされるべき最低基準が作られており、国際的に合意された指針として支援現場で活用されています（序章参照）。人道支援の国際基準は、用途に応じて複数の種類が作成されていますが、そのすべてでジェンダー・多様性への配慮は、重視されています。なかには、『人道支援のジェンダー・ハンドブック』（2006年、機関間常設委員会）のように、支援活動のジェンダー配慮のみを特に取り扱ったものもあります。

　この章では、いくつかある国際基準のなかから、最もよく活用されている「スフィア・プロジェクト：人道憲章と人道対応に関する最低基準」（以下、「スフィア基準」：難民支援協会のウェブサイトからダウンロード可　http://www.refugee.or.jp/jar/report/research/2012/04/09-1123.shtml）を取り上げて、災害支援の国際基準において提唱されているジェンダー・多様性への配慮について具体的に説明します。

	


スフィア基準とは

　スフィア基準は、支援活動の影響を受ける人々に対して説明責任を果たし、支援の品質を保つ目的のために、国際的な救援団体や国際赤十字・赤新月運動によって1997年に作成されました。紛争や内戦が飢饉や干ばつなどの災害を併発しながら続発した1990年代に、このような共通の最低基準の必要性は初めて認識されました。災害がますます大規模化・複雑化し、より多様な種類の組織や団体が災害・復興支援にかかわるようになった現在においてこそ、支援活動の説明責任と品質管理のための基準が必要とされています。スフィア基準は、数度の改訂を経た現在、海外の災害支援の現場で大いに参照されています。行政や民間の支援団体の職員、ボランティア、地域で防災に取り組む人など多くの立場の人々が活用でき、分野・項目ごとに参照できるようになっています。

　スフィア基準には、①被災者には尊厳ある生活を営む権利があり、援助を受ける権利がある、②実行可能なあらゆる手段を尽くして、災害や紛争の被災者の苦痛を軽減するべきである、という二つの信念があります。尊厳ある生活とは、自分らしくあるための心のよりどころや誇り、大切にしてきた信念や価値観を保った生活と言ってよいでしょう。

　その倫理的・法的根拠となるのは、「人道憲章」と「権利保護の原則」です。「人道憲章」は、人権や人道に関する国際条約（世界人権宣言、国際人権規約、人種差別撤廃条約、女子差別撤廃条約、児童の権利条約、障害者権利条約など）を指します。「権利保護の原則」は、「人道憲章」に則って個人の権利が確保されるための活動原則（①人道支援が新たな被害を生まない、被害を悪化させない、②公平・公正に支援が届けられる、③人々を暴力や強要から保護する、④暴力や権利の侵害を受けた人々はその被害から回復される）を指します。すなわち、災害支援の国際基準は、災害時においてもすべての人の人権が尊重されるという点が基本となっています。

　最低基準は、これらの原則や信念を具体的に示したもので、どのような活動にも「共通する基準」と、「給水・衛生・衛生促進」、「食糧確保・栄養／雇用・収入機会」、「シェルター・居留地・食品以外の物品」、「保健（性と生殖に関する健康）を含む）」の各分野で基準が作られています。保健分野の中に、女性や子どもへの暴力への対処も含まれています。
	

	＜スフィア基準の全体像＞
 二つの中核となる信念 
①　被災者には尊厳ある生活を営む権利があり、援助を受ける権利がある

②　実行可能なあらゆる手段を尽くして、災害や紛争の被災者の苦痛を軽減するべきである

 スフィア基準の成り立ち 

原則と　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

共通する基本的な　　　　　　　　　　　　　　　　　（＝支援の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

プロセスに関する

基準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　被災者が持つ権利の保護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①支援が被害を悪化させない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②公正・公平な支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③暴力・強要からの保護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④暴力被害からの回復の支援

）



	


スフィア基準におけるジェンダー・多様性配慮

　人道支援に最低基準が作られ、その中でジェンダー・多様性配慮が重視されている最大の理由は、災害時には、最も支援を必要とする人々、最も弱い立場にある人々に支援が届きにくいからです。日常から地域の中で声を挙げにくい人々がいます。混乱の中、弱い立場にある人々、差別を受けている人々へも支援が行き届いているか把握されないまま支援が行われることがあります。様々な不平等や差別がある社会の仕組みを意識しないで支援が行われるならば、意図せずして特定の被災者がさらに被害を受けることにもなりかねません。

　ジェンダー・多様性への配慮は、スフィア基準の中で、どんな人道支援活動にも必要な分野横断的課題と位置づけられています。すべての人々は、性のあり方、年齢、障害の有無、健康状態、家族の形、国籍、言語などの点で多様な存在です。ジェンダー・多様性配慮とは、一人ひとり多様な存在であることを尊重し、一人ひとりにあったよりよい支援が進むための環境づくりをめざすことです。

　スフィア基準では、「脆弱な人々」という言葉がよく使われます。これは、災害の影響を特に受けやすい人々を指しています。年齢、性別、障害の有無、経済的な状況、国籍や文化・言語、家族の形の違いなどによって、人々の被災経験は全く異なります。特に災害の影響を受けやすい人々の例として、スフィア基準は、女性、子ども、高齢者、障害やＨＩＶと共に生きる人々に注目し、災害のために慣れない土地に移住した人々も、困難に直面する可能性が高いと指摘しています。

　しかし、脆弱な人々の課題を、女性、子ども、障害者といった個別の立場だけから把握したり、困難な状況を固定したものとして理解するのは、効果的ではありません。多様な脆弱さの重なり（例えば、障害のある女性）や、時間の経過によって脆弱さの性質も変化するからです。何よりも、人々には、災害に立ち向かい、被害から立ち上がる能力もあることを無視することになります。脆弱な状況にある人々は、決して支援を受けるだけの弱い立場にあるのではなく、支援の担い手となったり、復興を主導したりする能力も備えているのです。

　スフィア基準では、「人道対応は、災害が男女、少年少女にもたらした影響の違いを理解し、男女・少年少女が必要とするサービスやモノ、それぞれ異なる心配事などの違いを把握した上で行われるとき、もっとも効果を上げることができる」と強調しています。

スフィア基準を基に作成した「ジェンダー・多様性配慮のチェックリスト」

　以下、スフィア基準からジェンダー・多様性配慮の要点を抜粋し、その要約をチェックリスト形式で確認きるようにし、解説を加えました。

(１)　どのような支援にも重要な基本事項

	

	被災住民中心の支援を行うための協議

①　あらゆる年齢層の男女および脆弱な人々が、被災住民をバランス良く代表して協議に参加できるようにする。参加することが社会的に困難な集団があれば、参加の障壁を理解し、それを取り除く。

必要とされる支援の把握

②　男女別・年齢層別の情報収集を行う。

③　男女別・年齢層別に収集した情報を報告書類に明示する。

④　あらゆる年齢層の男女、脆弱な集団など広い範囲の人から情報を収集する。

⑤　女性や少女から必要な支援について意見を聴く際には、安心して話せる場所を選んで行う。必要があれば女性だけで別に行い、性暴力への対応の技能をもつスタッフが参加する。

⑥　災害後に、差別を受けたり発言権が与えられないなどの理由でさらに脆弱性が高まる可能性のある集団に関しては、個別に詳細な分析を行う。

⑦　支援ニーズの査定を行うチームは男女両方で編成し、特に性別の統計収集や子どもとのコミュニケーションの技能を持つ者を含める。

支援事業の計画と実施

⑧　性別・年齢別の情報を活用して、災害が多様な個人や集団に異なった影響を与えたことを理解し、それぞれの異なる支援ニーズが満たされるようにする。

⑨　脆弱な集団が、必要な支援と保護を十分に受けられるようにするため、支援事業の計画作りから、男女（および少年少女）双方が参画するよう促す。

⑩　人々の脆弱性を高める要因を分析し、脆弱性を積極的に解消する方向で支援事業を計画する。

支援スタッフの業務遂行

⑪　支援チームの構成は、男女、年齢のバランスを取る。被災地域の文化や社会に受け入れられる形で多様な社会的立場のスタッフを含み、多様性が確保されるようにする。

⑫　支援スタッフと地元で事業実施に関わる人々に、被災者に対する性的搾取やそのほかの搾取による人権侵害に関与しないという行動規範を周知する。

⑬　支援スタッフは、支援する側に立つ者が持つ権力を自覚し、権力を濫用しないこと、支援と引き換えにした性的行為の要求をはじめいかなる交換にも関与しないことを周知する。

	


　東日本大震災においては、避難所や仮設住宅の運営に決定権を持つ責任者は、大部分が男性であり、女性や障害を持つ人々は少数でした（①）。これでは、女性や障害を持つ人々が必要としている支援を把握することは困難です（⑧、⑨）。意見を聴く場所や体制の工夫で、これまで発言する機会がなかった人々も発言しやすくなります（⑤、⑦、⑪）。特に、支援する側の人員に男女両方を含むことで改善が見られます。

　地域のリーダーや世帯主だけから意見を聞き、それを地域や家族全員の意見とみなすというやり方では、被災者の多様な現実を把握できません。個人単位の状況把握が必須です。本人たちが出て来たがらない、意見を言いたがらないから仕方ないとあきらめてしまっては、参加や意見表明ができないことの背後にある差別や排除に加担する（「権利保護の原則」が守れない）ことになります。被災地の文化や社会に受け入れられる形で工夫することが大切です。

　男女別・年齢層別に被災者の状況を把握することは、迅速に的確な支援を無駄なく行い、支援から漏れる人がないか確認するためにも、特に重要です（②、③、④、⑧）。被災直後は難しいかもしれませんが、できる限り早い時期に情報を性別・年齢別に分けて活用しましょう。区分の例として、男／女別に、０－５歳、６－12歳、13－18歳、19－29歳、その後10歳区切りという方法があります。

　「平均的な支援で全員平等」と考えるのではなく、「脆弱な立場にある人々＝最も支援を必要とする人々」により手厚く支援する必要があります。脆弱な人々が困難を改善し、支援を受けるだけでなく支援の担い手となることが、災害に強い地域づくりに貢献するからです（①、⑨、⑩）。

(２)　衛生の促進、給水施設、トイレ
	

	【衛生の促進】

①　衛生の促進に必要な物品について、男女両方、及びあらゆる年齢層の被災者から意見を聞く。特に適切な生理用品について、女性や少女に意見を聞く。

②　衛生を促進する活動（掃除やごみ処理など）の負担が、特定の集団に集中しないようにする。

【給水施設】

③　共同の給水施設や入浴施設の設置場所、設計、維持管理などは、使用者、特に女性、少女、障害のある人々との協議に基づいて決定する。

④　男女別の入浴施設、女性が下着などを洗濯・乾燥できる専用スペースを設ける。

⑤　共同の給水施設や入浴施設の設置場所は行きやすく、見通しがよい場所を選び、照明をつけるなど、人々が安全に使用できるようにする。

【トイレ】

⑥　男女別とし、男女用トイレの比率は１：３とする。

⑦　設置場所と設計について、被災者（特に女性と移動が困難な高齢者や障害者）の意見を求め、賛同を得る。

⑧　すべての被災者（子ども・高齢者・妊娠中の女性・障害を持つ人々）が安全に使えるよう設計し、場所を選定する。

⑨　日中・夜間安心して使え、使用者、特に女性と少女の恐怖を軽減する場所に設置する。

⑩　女性の生理用品を処理できるようにするか、生理用布製品を洗濯・乾燥するのに必要なプライバシーを確保する。女性と少女から意見を聞いた上で、この点を決める。

	


　トイレ、入浴施設、洗濯場、物干し場などの設置や設計について、移動が困難な高齢者や障害者、または治安上の不安がある女性や少女の意見を聴いて決めることが、誰にとっても使いやすい設備となるコツです（①、③、⑦、⑩）。これらの設備を男女別に設置し、女性や少女が安心して使えるようにすることは、尊厳ある避難生活の基礎であり、性暴力の危険を減らすことにもなります（④、⑤、⑥、⑨）。性別を分けない「多目的トイレ」を作っておくと、介助する人とされる人の性別が違う場合などに有効です。

　設置場所の選択肢がないような場合でも、女性や高齢者・障害と共に生きる人々が、設備の設計や使用ルールの議論に参加する意味は大いにあります。

　女性の意見を聞く際には、中高年の女性、若い母親、単身女性、中学・高校生などから広く意見を聴く必要があります。また、トイレや衛生の促進に関する活動の責任者や支援者を男女双方が担うことによって、多様な意見を聴き、トラブルに対処することが容易になります。

(３)　食糧・栄養、雇用・収入機会
	

	【食糧・栄養】

①　食糧確保のための支援の計画と実施には、男女双方の参加が必要であるが、世帯の中で食事に関する役割を担うのは女性であることが多いので、女性が必ず参加する。

②　妊娠中・授乳中の女性を、食糧の確保において優先する。

③　自炊施設が作られる場合、使いやすさ、安全性、衛生管理について、使用者と情報を共有し、特に女性から意見を聞く。

④　食事の摂取に困難がある障害者や高齢者などの食事内容や介助に配慮する。

【雇用・収入機会の提供】

⑤　男女が平等に機会にアクセスできるようにする。

⑥　妊娠中の女性や障害を持つ人々などのために、代替的な機会を提供する。

⑦　託児や家族の介護の設備を提供し、家庭責任が特定の個人（特に女性）に集中しないようにする。

	


　多くの避難所で、炊き出しの実働は女性だけが担いました。当番に当たった女性の中には、一日中炊き出しをして疲労困憊する人や、家族の世話、出勤、家や職場の片付けや職探しとの間で二重、三重の板挟みにあって苦労する人がいました。男女双方が参加する仕組みであれば、女性だけに加重な負担がかかることは避けられたでしょう（①）。

　被災地では、被災前と比べて女性の失業率が男性よりも高まりました。雇用創出支援に限らず、被災者支援は、スタート地点で男女が同様に活用できる設計になっていても、ゴール地点で格差が生まれることがあります。女性や障害者も使いやすい支援とするために配慮が必要です（⑤、⑥、⑦）。海外では、災害後に創出される雇用の一定割合が女性に留保される国も多くあります。

(４)　避難施設・住宅再建、食糧以外の物資の提供
	

	【避難施設・住宅再建】

①　避難施設内部のスペース活用について脆弱な集団の意見を取り入れる。

②　避難施設内部は、設備への通路や家族／個人単位の仕切りを整備し、プライバシーを守る。

③　被災した世帯の全員が、住居に関する支援の決定に関与できるようにする。

④　避難施設や仮設住宅、住宅再建において、女性世帯主や障害者、高齢者が不利益や困難に遭わないよう、計画や建設段階からの幅広い弱者層の参画を確保する。

【食糧以外の物資の提供】

⑤　衣類や衛生用品は、性別や年齢に応じ、季節や文化にあったものを提供する。

⑥　慢性疾患や障害を持つ人、妊娠中の女性は、余計に衣類や衛生用品が必要である。また乳幼児や高齢者は体温の調節が難しい。これらの人々には特に衣類の配布を考慮する。

⑦　調理器具や食器のニーズに関しては、特に女性の意見を聞く。

	


　避難所や仮設住宅のスペース活用や運営についても、女性や脆弱な人々の意見を取り入れる必要があります。高齢者や障害者、女性や少女の意見を反映することが、誰もが使いやすい避難所となるコツです（①、④）。プライバシーの確保は、尊厳ある避難生活の基礎です（②）。

　避難所の使い方に選択肢がないような場合でも、女性や高齢者・障害を持つ人々が避難所のスペース活用や使用ルールの議論に参加する意味は大いにあります。

　女性の意見を聞く際には、中高年の女性、若い母親、単身女性、中学・高校生などから広く意見を聴きましょう（③～⑦）。また、避難施設においてスペースの活用・運営や物資配布の担当者を男女双方が担うことによって、多様な意見を聴き、トラブルに対処することが容易になります。

(５)　保　健
	

	【保　健】

①　被災者にサービスを行う医療スタッフに必ず女性が入るようにする。

②　被災者の性と生殖に関する健康（リプロダクティブ・ヘルス）のニーズに応えられるよう医療サービスを整える（例：家族計画やＨＩＶ予防のための避妊具、性暴力被害者のための緊急避妊薬の提供、妊産婦のための支援など）。

③　人道支援に関わる全ての人は、女性や子どもへの性暴力が災害時に増加することを理解し、それを防止するために決然と行動する。

④　性暴力の事例は匿名で報告し、再発の防止に努めることを、支援の一環とする。

⑤　災害時の保健サービスの一環として、性暴力被害者に対する医学的処置、守秘義務を伴う相談、他の適切な治療施設への搬送、法的措置（サバイバーの意思に基づく）を組み込む。

	


　被災者に直接サービスする医療スタッフに一人でも女性が入ることで、女性の被災者は断然、相談しやすくなります（①）。

　残念なことですが、日本を含めた世界の過去の大災害の事例では、性暴力やドメスティックバイオレンスが増加しています。平時でも、性暴力の被害は訴えにくいものですが、災害時にはなおさらです。だからこそ、救援や復興に関わる全ての人は、性暴力の防止を視野に入れた研修や訓練を行い、対処策を整備しておく必要があります（②、③）。災害時における性暴力は自分の活動と関係ないという態度を取ることは許されません（④、⑤、権利保護の原則の３と４）。日頃から、自分たちが暮らす地域で、性暴力はどんなときにも許されないという姿勢を示し、地域の行政や女性センターの相談窓口、警察や医療、司法のサポート体制などについて調べておきましょう。

スフィア基準を支援活動に取り入れるために

　スフィア基準は、海外の人道支援の現場で広く参照されていますが、残念ながら、東日本大震災の救援活動には十分に活用されたとはいえません。しかし、これからの長い復興の過程で参考にするために、また将来の災害に備えて、スフィア基準の勉強会や研修が、徐々に各地で行われるようになってきました。

　「避難所を手探りで運営している地元の方に、国際基準の適用を無理強いすることはできない」、「避難者数が多いときには、一人ひとりの意見を聞くことは時間的に無理ではないか。そうするだけの気持ちのゆとりもない」という考え方もあるでしょう。

　スフィア基準全体と、前節で紹介した「ジェンダー・多様性配慮のチェックリスト」は、すべての基準・項目を守らねば意味がないという性格のものではなく、ポイントごとに参照できます。活用できそうな項目から順次選んで活動に導入することができます。また、地域の実情に合わせた独自の基準を「被災者には尊厳ある生活を営む権利があり、援助を受ける権利がある」、「実行可能なあらゆる手段を尽くして、被災者の苦痛を軽減するべきである」という信念と、権利保護の原則に則って、作ってみることもできるでしょう。

　防災訓練、避難所立ち上げ訓練や、備蓄物資の見直しなどを、このチェックリストを参照して行うこともできます。ジェンダー多様性配慮として何を行えばよいのか迷った際にも、参考になります。

　また、災害の現場で真っ先に支援を始めることになる地域の組織、自治体、支援団体は、ジェンダー多様性に配慮した支援活動とはどのようなものか、平時から理解を深めておかない限り、実際に災害が起きたときに実践することは不可能です。スフィア基準は、ジェンダー多様性の視点だけではなく、災害における人権について学ぶための教材としても有効です。

 13.　多様な人々への防災・避難・復興のための学習・研修・ワークショップ　

	

	【問題提起】

実践に役立つ政策形成と現場への浸透のために
　災害とジェンダー課題について、政策形成や現場で具体的に取り組みを進めていくためには、多様な場づくりとそれを可能とする人材育成が重要です。そのためにも実践性のあるプログラムと教材の開発が不可欠です。
①　災害時のジェンダー課題に対する議論

　　災害とジェンダー課題（男女共同参画課題）の議論や実践については海外では一定の蓄積があり、実態調査や研究論文、災害救援マニュアルやトレーニング・プログラム等があるものの、国内においては実証面・理論面ともにまだまだ蓄積が乏しく、課題の背後に存在する社会構造・権力構造・経済格差・慣習等と、衛生・プライバシー・物資等の課題だけでなく、ケア役割を担うが故の困難、女性と子どもを対象にした犯罪、男性も直面する課題などを含む、問題の全体像と対策のあり方について、構造的に議論できる場や人材が圧倒的に不足しています（注１）。

　　したがって、問題の全体像について理解し、わかりやすく関係者にその趣旨を伝えながら、防災政策の形成を担ったり、災害救援・地域防災活動の現場への浸透を促進できる、人材の育成が急務です（注２）。

②　教材の整備や研修プログラムの構築

　　災害とジェンダー分野の担い手となる人材育成はもちろん、防災政策や男女共同参画政策に直接かかわらない行政職員、地域住民や市民を対象に、広く課題を共有し意識を変えていくことができる場づくりのための、教材の整備や研修プログラムの構築等も併せて求められています。

③　防災・復興にジェンダーの視点を

　　防災・復興にジェンダーの視点を導入し女性の参画を進めることは、単に女性の困難を低減するだけでなく、老老防災となりつつある「地域防災組織」、「地域防災活動」の活性化、厳しい復興プロセスにおける女性・若者の流出防止や男性の孤独死・ＤＶの増加への対応、そして何より持続可能な社会づくりにも寄与する要素を豊富に持っています。こうした視点を組み込みながら、自治体の防災政策の形成・推進と地域防災リーダーの育成に関わる自治体職員（危機管理部署はもちろん男女共同参画・福祉・教育・子育て・まちづくりなどが幅広く関係）や男女共同参画センターの職員、担い手不足の中でも課題に取り組もうとしている地域防災リーダー（現状ではその多くが男性）が、この課題を理解しエンパワメントされるよう、研修内容を工夫する必要があります。

（注１）災害時に女性が直面する身体・プライバシー・生活物資等における困難の具体事象や、復興期の経済格差やＤＶの増加による被害の増加といったことに対する認識は、特に東日本大震災以降、災害に広い関心を持つ関係者間ではある程度定着してきたと言えます。しかし、個別課題のみへの関心は、災害直後の緊急救援に取り組みを限定してしまうといった危険性もはらみます。

（注２）国際的な議論や知見なども参考にしつつも、日本の地域コミュニティや防災政策、民間の災害支援活動の現状と、国内の災害現場における実態や各地での先駆的な取り組み事例を踏まえた内容が求められています。

	


【処方箋－１】ポイントを押さえた人材育成と場づくりを行う

　災害支援のあり方を変えていくには、政策・支援メニューはもちろん、体制と、かかわる人たちの取組みの認識や意識が変わっていくことが必要です。

　災害対策、防災力の向上には、多様な立場の人を対象とした人材育成が必要となります。防災政策の立案や自主防災組織の育成・災害時に救援活動に従事する自治体職員・消防職員・警察職員、地域防災リーダー、災害救援にかかわる専門職（医療・福祉・介護・保育・教育・各種専門相談員など）、災害ボランティア・ＮＧＯ・ＮＰＯなどがその対象と言えるでしょう。

　そのためには、実際に災害が起こった場合を想定し、対象となる人たちの向き合う現場とそこで置かれた状況を正確に知り（マーケティング）、適切な伝え方を考えて資料や教材をつくる・必要に応じて伝え方を変えるという、実践的な取り組みが必要です。 

　さらに、その対象者が向き合う現場の関係者に、自分が理解したことを伝えることができるような、教材やプログラムの提供も重要です。

【処方箋－２】教材を整備し研修プログラムを開発する

　災害と男女共同参画課題への理解を広げることは、迫りくる次の大規模災害への備えという意味では喫緊の課題です。特に、政策形成や現場の取り組みにこの視点を効果的に浸透させていくためには、学習教材やワークショップ手法、プログラムの開発が重要です。

　さらに、対象別、研修時間別、対象となる人たちの取組み段階別などによって、こうした教材やワークショップを組みあわせることで、着実に理解と実践を進める取り組みが大切です。

　スフィア・プロジェクトなどの人道支援に関する国際基準なども教材になり得ますし、また海外には、災害とジェンダーに関するトレーニング・プログラムも複数作られています。しかしこうした内容をある程度参考にしつつも、日本の防災政策や地域防災活動、男女共同参画分野の状況等を踏まえた、独自の教材とプログラムが必要です。

　例として、ＲＴでは、次のような教材を作成しています。
	

	参考
＜教材例＞

『こんな支援が欲しかった～現場に学ぶ、女性と多様なニーズに配慮した災害支援事例集』

　東日本大震災の現場で起きた多様な問題とその問題への対応に関する好事例等を集め、簡潔にまとめた事例集。

· 『イラスト教材　災害におけるジェンダー課題』 

　　　避難所の物資・運営・トイレの問題、ボランティアコーディネート、仮設住宅を想定した復興期の課題といった、災害時に男女共同参画の視点で問題となりがちな場面をイラストで表現したもの。活用のための手引きとセットとなっています。

· 『災害とジェンダー研修用　ケースメソッド集』

　　　2013年３月完成予定（ＲＴが実施した「暴力事例調査」「支援者調査」の結果を踏まえ、実例をアレンジした形でのケースメソッド教材）。

· 『災害とジェンダー　トレーナー養成研修 〔基礎編〕テキスト』

　　　2013年３月完成予定。災害と男女共同参画を理解するために必要な基礎知識と、実践のためのガイダンスに加えて、簡易なワークショップやケースメソッド教材の紹介、参考文献集なども含みます。

＜自治体職員向けの基礎研修の例＞

　３時間の場合（２時間でも、さらに長時間でも可能）

・災害とジェンダーに関する基礎知識（40分） ― 事例集

・国際的な動向と国内政策（国・自治体）（30分）

・各地での取り組み事例・教材の紹介と現場での働きかけについて（20分）

　　（小休止）

・災害支援現場を想定したワークショップ（60分） ― イラスト教材・ケースメソッド集

・質疑、まとめ（20分）

	


【処方箋－３】各地における取り組み事例から実践を考える

　災害とジェンダーの課題に取り組むことは、防災政策の質的向上とともに、地域防災力の強化にもつながります。それは、女性や子ども、暮らしの視点が入ることで、多様な人を巻き込むことが可能となるテーマだからです。　

　しかし、現状では、防災対策のメニューは何十年とあまり大きな変化はなく、地域における防災訓練の中身や、自主防災活動のメンバーの固定化（高齢の男性が中心）により、実践性や多様化を進めるためには、戦略と継続的取り組みが求められます。

　以下のように、災害現場に即した施策の推進や人材育成、女性の参画やリーダーシップの発揮を促す取り組み、多世代参加型の訓練など、持続可能性を見据えた取り組みが、少しずつ出てきています。

	

	資料 ― ジェンダー・多様性の視点をもった防災政策、対策への取り組み例

■自治体の防災政策の見直し

＊　地域防災計画の見直し、地域防災会議における女性委員の増加、避難所マニュアル等の策定・見直し

＊　防災計画の見直し等にあたっての、女性による、もしくは女性と多様な立場の人による部会やワーキング・グループの設置と協議

＊　女性団体等による政策提言活動や、ハンドブックづくり

＊　自治体の職員向けの研修

　・埼玉県男女共同参画センターは災害と男女共同参画のテーマの研修等を積極的に実施しています。

　　自治体職員向け研修にも組み込み、男女共同参画、防災の両担当者の出席を可能としています。

　・受講した自治体の中には、全庁網羅的に各部署から職員が参加する形での、防災と男女共同参画をテーマとした研修の実施・企画例が生まれたところがありました。

■男女共同参画センター、女性団体等による取り組み

＊　災害と男女共同参画に関するマニュアル等の作成

＊　市民・住民向けの災害と女性・男女共同参画とをテーマにした講座・研修

　・男女共同参画関係者主催でも、防災・危機管理担当者を招く、男女共同参画・危機管理関係者が共催し、男女問わず地域のキーパーソンに参加を呼び掛けるなどで、意義は広がります。

　・自主防災組織関係者向け研修・講座では多少工夫が必要も、よい反応・手ごたえがありました。

＊　女性センターが地域のシニア女性を対象に災害時の女性のリーダーシップ発揮を目的に連続講座を開催した例

　・横浜市女性センターが老人クラブ女性部の参加を得て、災害時の女性の困難やリーダーシップ発揮の必要性を相談支援スキルや暴力防止の内容も盛り込み研修実施。

＊　各種女性団体協議会主催研修で災害時の避難所運営・暴力防止をテーマに連続研修・ワークショップを行った例

　　１日目＝基礎知識と避難所運営ワークショップ、２日目＝災害時の暴力問題と暴力防止ワークショップ

■地域における取り組み

＊　県や市主催の地域・市民防災リーダー研修への取り入れ

　・広島県は毎年実施の自主防災リーダー向け研修の一コマに、災害と男女共同参画のテーマを取り入れています（女性と若者の参画で地域防災活動の活性化を目指す）。

＊　行政内の横断的な連携、行政と大学や市民団体との連携

　・静岡県の自主防災組織での防災体制の見直し事業。

　　＜囲み記事参照＞

＊　多様性配慮型の避難所開設訓練

　　実施団体：特定非営利活動法人イコールネット仙台

　　（共催）　公益財団法人　仙台市スポーツ振興事業団

　　テ ー マ：みんなの避難所をつくろう！
　　　地域の避難所となる施設を利用し、地域住民が、避難所のシミュレーションの体験ワークショップを実施

　・避難所のあり方を考え、地域防災について自助・共助の意識を高めました。

＊　多世代参加型訓練を基本としている自治体

　・東京都練馬区（特別区）では、10年近く前に引き取り訓練を廃止し、自治会・ＰＴＡ・子どもが学校で一緒に防災訓練。

　・防災拠点運営連絡委員会・ＰＴＡ経験者が防災教育

　　　　　　⇒組織の種類・世代の垣根を越えた活動。

　　　（防災ねりまっぷ、人形劇、サバイバルレシピ、クイズ）

	


	

	資料 ― 静岡県の自主防災組織での防災体制の見直し事業
　静岡県の３つの自治体（掛川市、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ながいずみ),長泉)町、焼津市）では、それぞれの自治体の自主防災組織各一つ、自治体危機管理担当と男女共同参画担当、および静岡大学地域連携応援プロジェクト「地域に暮らす多様な人々の視点を生かして地域の防災力を高めよう」の四者が連携し、地域の防災体制の見直しを行いました。地域の皆さんと共に、避難所マニュアルを改訂したり、備蓄物資を見直したり、また地域防災訓練の機会を利用して地域の多様な人々を想定した避難生活を考えるワークショップを行うなどの活動をしました。

　掛川市大渕地区では、避難所と在宅での避難生活を男女や様々な状況にある地域の人々のニーズという視点から考えるワークショップを行いました。自治会役員、防災委員、ＰＴＡ・保育園／幼稚園児の保護者、老人会、女性などのグループに分かれて、避難生活の不安とその対策を話し合いました。その結果を自主防災会の皆さんと自治体とが取りまとめて、避難所マニュアルに反映させました。防災や復興支援の分野で活動している市内の市民団体も、この事業に最初から参加しました。

　女性専用ルームや女性専用の物干し場、女性用品の配布を女性が担うことなど、女性のニーズへの対応について明記するほか、避難所の作業班の班長や居住者班の代表者に必ず女性が加わることなど避難所運営への女性の参画に関することや、炊き出しなどの担当を性別によって固定化しないこと、またトイレ周辺や避難所全体の安全対策などなど、安全・安心に関する事項を盛り込んだ改定作業を行いました。

　今後、地域での議論に添って改訂されるマニュアルを活用し、避難所運営訓練を行い、その結果を反映させてさらにマニュアルを改善していくことが期待されています。掛川市では、大渕地区をモデルとして同様の活動を2013年度中に市内の全自主防災会に広げていく予定です。

　男女双方の視点

　から被災の現実

　を知る


避難生活の課題について話し合う


 避難所運営

 マニュアル

 を見直す


 見直したマニュア

 ルを地域全体で検

 討・共有


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　

写真：掛川市大渕地区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ながいずみ),長泉)町西区自主防災会では、町の危機管理担当および男女共同参画担当と共同して、備蓄する物資の品目の見直しを行いました。防災訓練の際に地区の方々にアンケートを行い、地区内の各家庭で持出し用に備蓄されている品目を把握し、地区として備えておくべき品目などについて意見を集めました。その結果と、東日本大震災の時にどの様な物資が不足していたかという情報を踏まえ、新たに簡易トイレなどのほかに、成人用おむつ、乳児用おむつ、哺乳瓶と粉ミルク、生理用品などを地区として備えることに決めました。

　これまで、これらの物品は自助の範囲内で、各家庭で備えておくべきものと理解されていました。しかし、「全員に必要なものより、性別や年齢によって特定の人だけが使うものの不足が深刻だった」という東日本大震災の経験から判断して、地区として備蓄することに決めました。この一連の自主防災会での活動は、町内会長、自主防災会長のほかに、自治会活動や地域の防災に熱心に取り組んでいた２名の女性も参加して行われました。

　海岸すぐ近くに立地する焼津市小川地区は、熱心に先駆的な地域防災活動を行ってきた地区であり、女性の防災委員も活発に活動しています。女性の防災委員が地域防災訓練を進行したり、防災訓練に小さな子供を連れた母親が参加しやすいように避難場所に子どもコーナーを設けるなどして、地域の人が参加しやすい防災訓練を行ってきました。

　夏の防災訓練では、「人材発掘訓練」が行われました。これは、避難してきた地域の人々の中から、自分が担える役割を自主申告してもらい、女性や若者が避難所の自主運営に積極的にかかわることを促すためのものです。避難者各自が、性別にとらわれずに、得意な分野で力を発揮して避難所運営の担い手となることを促す訓練です。

　また冬の防災訓練では、参加者約500人が一堂に会し、町内会ごとに分かれて、「地域に暮らす多様な人々の視点で避難所運営を考える」ワークショップが行われました。実際に避難所となる高校体育館で、大勢が生活を共にするということがイメージしやすい状況で、どのような困難があるかを考え、意見を共有しました。地域の人々が、中高生から高齢者までの、また男女の視点から避難生活の困難を考え、それを共有することで、自分だけでは気づかない他者のニーズに気づいたり、対策の必要性を考えたりするきっかけとなりました。この訓練での議論を基に、地域で避難所運営や在宅避難時の困難解消に関してどのような対策をとればよいか、議論が深まるでしょう。


町内会単位での議論

（焼津市小川地区）

　これらの事例で重要な点は、地域の人々が、実際に大災害が起きたら性別や年齢によって直面する困難がどう違うのかについて情報を得た上で、避難所運営マニュアルの改訂や備蓄物資の見直し、避難生活の課題と対策の議論などを行ったということです。また、これらの作業が、住民男女双方の意見を反映させた話し合いと合意によって住民男女双方が担い手であるという認識の下で進められたという点です。

	


	

	参考

· 『こんな支援が欲しかった～現場に学ぶ、女性と多様なニーズに配慮した災害支援事例集』（東日本大震災女性支援ネットワーク　発行）

　　http://risetogetherjp.org　より無料ダウンロードも可能

· 『イラスト教材　災害におけるジェンダー課題』

　　（東日本大震災女性支援ネットワーク作成、イラスト教材と手引きのセット）

· 『災害とジェンダー研修用　ケースメソッド集』

　　（東日本大震災女性支援ネットワーク「暴力事例調査」「支援者調査」の結果を踏まえ、実例をアレンジした形でのケースメソッド教材）

· 『災害とジェンダートレーナー養成研修〔基礎編〕テキスト』

　　（東日本大震災女性支援ネットワーク作成）

· Gender and Disaster Risk Reduction：A training pack（Oxfam）

　　http://policy-practice.oxfam.org.uk/publications/gender-and-disaster-risk-reduction-a-training-

　　pack-136105　よりダウンロード可能

	


人 道 憲 章





権利保護の原則





共通する基本的な基準





給水・トイレ・


衛生の促進





食糧・栄養／


雇用・収入機会





避難施設・住宅再建


・食糧以外の物品





保健（性と生殖に


関する健康を含む）





国際赤十字・赤新月運動および災害援助を行う非政府組織（ＮＧＯ）のための行動規範





人道支援が行われる倫理的・法的根拠。国際人道法、国際人権法、難民法などの国際的な基準など





最低基準


（原則を実施に移すために定めたもの）


●基本活動


●基本指針


●手引き





地区役員


防災委員


ＰＴＡなど


老人会


女性





地域での実践


(防災訓練など)





地域住民へのアンケート結果を検討中（長泉町西区）
































－ 87 －


